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１ 計画策定の趣旨 

 

本町では、平成 27 年度より、第２次南越前町総合計画に基づき、住民の誰もが豊かに暮ら

すことができる環境づくり、条件づくりに向け、総合的に施策を展開してきました。 

平成 27 年度から令和元年度の５年間に実施した施策の検証を行い、必要な見直しを図ると

ともに、社会経済情勢の変化等にも柔軟に対応するため、新たな施策の展開が必要です。 

基本計画は、令和元年度で前期の期間を終えることから、基本構想に掲げた町の将来像で

ある「海と緑と歴史の恵みに抱かれて、出会いから活力の花ひらく町」の実現に向けて、引

き続き令和２年度以降の５年間で取り組むべき方向性を示した後期基本計画を策定します。  

なお、本計画では、施策・事業の中で特に戦略的に取り組むものについては、施策・事業の

垣根を越えた「未来づくりプログラム」と位置づけ、総合的かつ計画的に施策を推進します。 
 

 

２ 計画の名称 

 

この計画の名称は「第２次南越前町総合計画 後期基本計画」とします。 
 

 

３ 計画の全体像 

 

本計画は、平成 26 年に施行された「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、人口減少克服・

地方創生の目的を達成するための目標や具体的な施策を示した「南越前町まち・ひと・しご

と創生総合戦略」（以下「総合戦略」という）との整合を図り、重点的かつ効果的な取組を進

めます。 
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４ 計画の構成と期間 

 

この計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」により構成しています。 

基本構想⇒基本計画⇒実施計画⇒予算編成方針⇒事業実施の順で、より具体的な取組内容

となります。 

 

基本構想 
第１次南越前町総合計画の基本理念を継承し、地域発展に向けた指針と、

真に豊かなふるさと「南越前町」の実現に必要な将来像を示します。 
 

【計画期間】 
10 年／平成 27(2015)年度～令和６(2024)年度 

 

基本計画 
基本構想に定めた将来像を実現するため、６つの基本目標ごとに体系的

に施策を示し、「目標実現のために取り組むこと」を定めます。 

特に戦略的に取り組むものについては、「未来づくりプログラム」と位置

づけ、将来像と基本目標の達成を目指します。 
 

【計画期間】 

５年／後期基本計画…令和２(2020)年度～令和６年(2024)年度 

 

実施計画 基本目標を実現するために、具体的な事業を示します。 
 

【計画期間】 

５年間の計画期間を設け、１年ごとに計画の実行→分析・評価 

→計画の修正→実行というサイクルを繰り返します。 

 

＜総合計画の構成と計画期間＞ 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

          

 

  

前期基本計画 

実施
計画 

実施
計画 

実施
計画 

実施
計画 

実施
計画 

基本構想（10 年間） 

後期基本計画 

実施計画は、５年間の計画期間を設け、１年ごとに計画の実行→分析・評価→計画の修正→実行 

というサイクルを繰り返します。 

実施
計画 

実施
計画 

実施
計画 

実施
計画 

実施
計画 
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１ 地勢 

 

■位置・地勢 

本町は、福井県のほぼ中央、嶺北地域の南端に位置し、北は越前市、越前町と池田町、東お

よび南は岐阜県・滋賀県、西は敦賀市と日本海に接する海・山・里の地形の変化に富んだ自

然豊かな町です。 

町土面積は福井県全体の 8.2％にあたる 343.69kｍ２を有します。 

地形は極めて急峻であり、総面積の約 92％が山林で占められ、海岸部は標高差 200～300

ｍ平均斜度 35 度の甲楽城断層と呼ばれる断層海岸となっています。冬は越前加賀海岸国定公

園※にも指定されている海岸線一帯に、凛と咲く可憐な越前水仙の花が咲き誇ります。 

また、田倉川や鹿蒜川等が合流した日野川が町の中央を南北に流れ、河川沿いに田園風景

が広がります。 

 

■気 候 

気候は、平野部と山間部、海岸部とで大きく異なります。平野部は、内陸型で比較的温かい

気候ですが、山間部は寒暖の差が激しく、県下有数の多雪地帯で、昭和 51 年には特別豪雪地

帯（今庄地域のみ）に指定されています。 

一方海岸部では、対馬海流の影響により温暖な気候で、積雪はほとんどありません。 

 

 

 

※越前加賀海岸国定公園（延長：108 ㎞／全体面積：9,794ha） 

石川県加賀市から福井県敦賀市までの海岸線を中心に指定された国定公園で、甲楽城断層を境とした隆起海岸のた 

め、海蝕崖や奇岩が多くみられる。  

第２章 町のすがた 

１ 地勢 
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■交 通 

道路は、北陸自動車道や国道８号、国道 365 号といった北陸地方と関西・中京方面を結ぶ

動脈となる道路が町の南北を縦走し、北陸自動車道今庄インターチェンジ、南条スマートイ

ンターチェンジおよび南条サービスエリアが設置されており、周辺地域への広域高速交通の

利便性が確保されています。 

福井県の嶺北地方と嶺南地方を結ぶ国道 476 号は、本町と敦賀市を結ぶ木ノ芽峠トンネルが平

成 16 年３月に開通したことから、嶺南地域との交通の利便性が飛躍的に向上しました。さらに、

平成 26 年７月に全線開通した舞鶴若狭自動車道による関西方面との交流が活発化しています。 

国道 305 号は、合併後の町の最重要施策であったホノケ山トンネルが平成 25 年 11 月に開

通したことから、町内の道路ネットワークが向上し、北陸自動車道今庄インターチェンジや

南条スマートインターチェンジと越前海岸とのアクセスが飛躍的に向上しました。ホノケ山

トンネルの開通は、地域間の連携をさらに深めるとともに、観光、産業の振興、さらに地域

防災、行政運営等さまざまな面において大きな役割を果たしています。 

また、越前加賀海岸国定公園に指定されている海岸線に沿って、主に観光道路として利用

されている越前・河野しおかぜラインが、国道 305 号や県道大谷杉津線と連絡し、敦賀市と

の間を結んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町内主要道路・鉄道図 
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鉄道は、ＪＲ北陸本線が幹線道路と同様に南北に縦走し、町内には南条、湯尾、今庄、南今

庄の４駅が設置され、福井市・越前市方面や敦賀市方面に向かう通勤通学をはじめとする日

常生活に欠かせない役割を果たしています。 

 

路線バスは、河野地域と越前市を結ぶ民間の路線バスが運行されています。また、地域内

における公共交通として、住民利用バスを７路線運行しています。 

 

 
地域公共交通網図（路線バスを含む） 

※施設管理者が運行している施設利用者専用の送迎バスは除外。 

 

■その他の社会的条件 

特筆すべき本町の社会的条件としては、「原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措

置法」において、原子力発電施設等立地地域に指定されています。これらを踏まえたうえで、

災害対策基本法および原子力災害対策特別措置法に基づき南越前町地域防災計画〈原子力災

害対策編〉を策定し、総合的かつ計画的な原子力防災事務と業務の遂行により、住民の生命、

身体、財産を原子力災害から保護するよう努めています。 
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２ 歴史とあゆみ 

 

■歴史 

平安時代に敦賀から木ノ芽峠を越える「北陸道」が開かれ、近世には栃ノ木峠越えの「北国

街道」が整備されるなど、都と北陸を結ぶ陸路の玄関口でした。南北朝時代には、杣山に「瓜

生保」が居城するなど戦略上の要衝であったとともに、今庄や鯖波、脇本には本陣が置かれ

るなど宿場町としても賑わいました。 

また、海路は中世に敦賀湊と河野浦等が結ばれ、江戸時代中期から明治時代中期にかけ、

蝦夷地（北海道）をはじめとした日本海諸港と瀬戸内・大阪を西廻り航路で往来した「北前

船」によって、廻船業が栄えました。 

明治 19 年に、白崎村から春日野トンネルを経て具谷、大谷を抜け、当時の敦賀郡旧東浦村

に通じる旧国道８号である春日野道が完工され、それまで嶺北と嶺南の分水嶺であった木ノ

芽峠に代わり、両地域の交流の主軸となりました。 

明治 29 年には、町の中央の日野川に沿うように国鉄北陸本線が開通し、今庄駅には機関区

が置かれ、「鉄道のまち」として賑わいをみせましたが、昭和 37 年の北陸トンネルの開通と

複線電化により、今庄機関区はその役割を終えました。 

昭和 43 年には、河野海岸線一帯が「越前加賀海岸国定公園」に指定されたことにより、風

光明媚な海岸線と、越前ガニや越前水仙等を求めて多くの観光客が訪れるようになりました。 

昭和 52 年に北陸自動車道が開通し、福井県内で唯一、南条サービスエリアが設置されると

ともに今庄インターチェンジが開設され、地域経済の発展や余暇活動の活発化等に影響を与

えました。 

昭和 60 年には杣山荘、平成２年には今庄 365 スキー場がオープン、次いで今庄サイクリング

ターミナルの改築や今庄 365 温泉やすらぎ、花はす公園が完成し、観光客が増加しました。 

平成６年には道の駅河野が開設され、翌平成７年には杣山荘が花はす温泉そまやまとして

リニューアルしています。 
 

■あゆみ 

市町村合併の変遷は、明治 22 年、市制町村制の制定により、現在の南越前町を構成するこ

とになる南日野村、北杣山村、南杣山村、湯尾村、宅良村、今庄村、鹿蒜村、堺（鹿見）村、

河野村が誕生しました。 

その後、昭和 26 年に今庄村と鹿蒜村が合併し今庄村となり、昭和 29 年には南日野村、北

杣山村、南杣山村の３村が合併し南条村が誕生しました。 

昭和 30 年には湯尾村、宅良村、今庄村、堺村の４村が合併し今庄町となり、南条村は昭和

39 年に町制を施行し、南条町となりました。 

平成 17 年１月、南条町、今庄町、河野村が合併し、「南越前町」が誕生しました。 

２ 歴史とあゆみ 
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＜町村合併の経緯＞ 
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＜南越前町の誕生からのあゆみ＞ 

 

平成１７年 １月 １日 

１月 ９日 

２月１３日 

４月１０日 

９月 ２日 

１１月２４日 

南越前町誕生 

南越前消防団発足 

初代町長に増澤善和氏就任 

南越前町誕生記念式典挙行 

桝谷ダム完成 

岐阜県羽島市と友好提携盟約調印 

平成１８年 ３月１９日 町民指標発表（第１回南越前町まちづくり大会） 

平成１９年 ３月２０日 

４月 ９日 

７月 ３日 

８月２９日 

第１次南越前町総合計画策定 

河野小学校体育館落成 

皇太子殿下ご来町「北前船主の館 右近家」ご視察 

今庄小学校落成 

平成２０年 ４月２６日 南越前ダイビングパーク完成 

平成２１年 ２月１３日 

３月２３日 

１２月 １日 

第二代町長に川野順万氏就任 

今庄なないろこども園落成 

南越前町ケーブルテレビ地上デジタル放送開始 

平成２２年 ３月２８日 南条スマートインターチェンジ上り下り双方向供用開始 

平成２３年 １月３１日 観測史上最大の積雪を観測（今庄地区最深積雪 244 ㎝） 

平成２４年 ２月２９日 

３月３１日 

役場庁舎別館耐震大規模改造工事完成 

河野児童館落成 

平成２５年 ２月１３日 

２月１５日 

１１月 ４日 

川野順万氏町長再選 

役場庁舎本館耐震大規模改造工事完成 

ホノケ山トンネル開通 

平成２６年 １０月２６日 南越前町合併１０周年記念式典挙行 

平成２７年 ３月２０日 第 2 次南越前町総合計画策定 

平成２８年 ３月２４日 

１２月 １日 

南条こども園落成 

防災行政無線運用開始 

平成２９年 ２月１３日 

３月２６日 

４月 １日 

４月２８日 

 

第三代町長に岩倉光弘氏就任 

今庄駅リニューアルオープン 

超高速通信大容量通信開通 

「荒波を超えた男たちの夢が紡いだ異空間～北前船寄港地・

船主集落～」日本遺産認定 

平成３０年 ５月１９日 

５月２６日 

１０月 ５日 

 

１１月２４日 

 

河野地区コンビニエンスストア一体型施設落成 

台湾台南市白河区と友好交流協定締結 

福井しあわせ元気国体 2018 桜橋総合運動公園野球場にて 

正式競技軟式野球２試合開催 

今庄住民センター落成 
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３ 人口・世帯 

 

■人口の推移 

平成 27 年の国勢調査によると総人口は 10,799 人で、福井県の人口の 1.4％を占めており、

前回調査（平成 22 年）と同じ比率となっています。昭和 35 年ピーク時点の人口 18,331 人と

比べて 55 年間で 7,532 人、41.1％減少しており、平成 12 年以降は 15 年間で 2,422 人減と

減少幅が大きくなっています。現在のペースで推移した場合、令和７年には 9,222 人になる

と推計されています。 

 

＜人口の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜人口動態の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

  

18,331 
15,806 

14,442 13,913 13,820 13,886 13,804 13,616 13,221 
12,274 11,551 

10,799 
9,222 

752,696 750,557 744,230 

773,599 
794,354 

817,633 823,585 826,966 828,944 821,592 
806,314 

786,740 

737,914 
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S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 ・ Ｒ7

（人）

南越前町 福井県

３ 人口・世帯 

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

出生 64 82 78 60 62

死亡 174 145 151 177 152

増減 △ 110 △ 63 △ 73 △ 117 △ 90

転入 273 254 170 210 172

転出 330 297 236 238 246

増減 △ 57 △ 43 △ 66 △ 28 △ 74

△ 167 △ 106 △ 139 △ 145 △ 164

自然動態

（人）

社会動態

（人）

項目

差引増減

資料：国勢調査 

【
南
越
前
町
人
口
】 

【
福
井
県
人
口
】 

資料：人口動態調査(各年 10 月～9 月) 

 

※令和７年は国立社会保障・人口問題研究所推計準拠 
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■年齢構成 

平成 27 年の国勢調査による年齢５歳階級別の男女別人口構成をみると、男性では 65 歳～

69 歳、女性では 85 歳以上が最も多くなっています。人口構成の傾向としては、つぼ型の分

布となっており、中でも子育て世代や生産年齢人口の中心となる 20 歳～49 歳が少なく、そ

れに伴い０歳～14 歳の子どもの数も減少しています。 

 

＜年齢構成＞ 
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0 100 200 300 400 500 600

207

241

248

283
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288
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282

313

342

437

482

291

265

249

219

0100200300400500600

0-4歳

5-9歳

10-14歳

15-19歳

20-24歳

25-29歳

30-34歳

35-39歳

40-44歳

45-49歳

50-54歳

55-59歳

60-64歳

65-69歳

70-74歳

75-79歳

80-84歳

85歳以上

（人） 

総
論 

基
本
構
想 

合計 10,799人 

資料：国勢調査 

女性 5,626人 男性 5,173人 
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■世帯数等の推移 

世帯数は昭和 45 年以降増加傾向となり、平成 12 年には 3,744 世帯をピークにその後減少

に転じ、平成 27 年の国勢調査では 3,353 世帯となっています。平均世帯人員は昭和 35 年の

4.9 人から減少傾向となっており、平成 27 年には 3.2 人となり、昭和 35 年と比べて 1.7 人減

少し、核家族化が進んでいます。 

 

＜世帯数・平均世帯人員の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜人口・世帯等の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,748 3,514 
3,351 3,386 3,409 3,450 3,484 3,634 

3,744 
3,542 3,483 

3,353 

4.9 

4.5 
4.3 

4.1 4.1 4.0 4.0 
3.8 

3.5 3.5 
3.3 3.2 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

（世帯）

世帯数 平均世帯人員

（人）

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

南越前町 13,886 13,804 13,616 13,221 12,274 11,551 10,799

　　　　　うち男性 6,695 6,628 6,555 6,437 5,850 5,501 5,173

　　　　　うち女性 7,191 7,176 7,061 6,784 6,424 6,050 5,626

福井県 817,633 823,585 826,966 828,944 821,592 806,314 786,740

40.2 40.2 39.6 38.5 35.7 33.6 31.4

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

2,831 2,608 2,355 2,031 1,754 1,504 1,332

20.4% 18.9% 17.3% 15.4% 14.3% 13.0% 12.3%

8,845 8,675 8,236 7,750 6,968 6,563 5,822

63.7% 62.8% 60.5% 58.6% 56.8% 56.8% 53.9%

2,210 2,521 3,025 3,440 3,552 3,484 3,645

15.9% 18.3% 22.2% 26.0% 28.9% 30.2% 33.8%

3,450 3,484 3,634 3,744 3,542 3,483 3,353

4.0 4.0 3.8 3.5 3.5 3.3 3.2

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

1,172 933 868 506 494 406 401

15.3% 12.3% 11.7% 7.4% 8.0% 7.0% 7.3%

3,340 3,496 3,240 3,007 2,376 2,014 1,887

43.6% 46.0% 43.5% 43.7% 38.5% 34.9% 34.3%

3,141 3,169 3,333 3,361 3,296 3,299 3,187

41.0% 41.7% 44.8% 48.9% 53.4% 57.2% 57.9%

2 2 - 1 10 52 28

0.0% 0.0% - 0.0% 0.1% 0.9% 0.5%

第1次産業

(農業・林業・水産業)

第2次産業
(鉱業・建設業・製造業)

第3次産業

(※)

分類不能

項　目

項　目

就業

人口

(人)

項　目

人口

(人)

人口密度(人/k㎡)

年齢別

人口

(人)

世帯数

年少人口

0～14歳

生産年齢人口

15歳～64歳

高齢人口

65歳以上

南越前町(世帯)

平均世帯人員

※…電気・ガス・水道業、情報通信業、運輸郵便業、卸売小売業、金融・保険業、不動産業、各種サービス業、教育、公務等 

 
資料：国勢調査 

【
世
帯
数
】 

【
平
均
世
帯
人
員
】 
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■産業別就業人口の推移 

経済の国際化が進み、日本の産業構造は大きく変化してきている中、本町の産業別就業人

口の推移をみると、平成 27 年の国勢調査では、5,475 人が就業しており、第１次産業人口が

7.3％、第２次産業人口が 34.3％、第３次産業人口が 57.9％を占めています。 

昭和 55 年と比較すると、全体では 29.4％減少しており、中でも第１次産業は 73.2％、第

２次産業は 39.4％減少しています。一方、第３次産業は 1.2％増加しています。 

 

＜産業別就業人口の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■第１次産業の推移（農業の推移） 

第１次産業のうち、農業は町の中央を南北に流れる日野川沿いの両岸に圃場整備された田

園が広がり、稲作を中心に「花はす」や「そば」等が栽培されているほか、海岸部においては

稲作に代わる振興作物として「梅」、「水仙」が栽培されています。 

農地の集約、集団化を進めるほか、地域ぐるみの営農活動の取組の一環として、集落営農

の法人化を推進しています。しかし、担い手の不足、高齢化、鳥獣害被害により、主要農産物

の生産量は減少傾向となっています。 
 

＜農業の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

1,494 1,172 933 868 506 494 406 401

3,116 3,340 3,496 3,240
3,007

2,376
2,014 1,887

3,150 3,141 3,169
3,333

3,361

3,296
3,299 3,187

7,760 7,653 7,598 7,441
6,874

6,166
5,719

5,475

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

第１次産業 第２次産業 第３次産業

総
論 

基
本
構
想 

項目 平成17年 平成22年 平成27年

経営体数（経営体※） 702 537 376

就業者数（人） 905 587 382

平均年齢（歳） 65 71 72

水稲収穫量（ｔ） 3,370 3,230 2,990

資料：農林業センサス、北陸農林水産統計データ【農林水産統計年報】 

 

※経営体：産物の生産を行うか又は委託を受けて作業を行う者 

（人） 
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■第１次産業の推移（林業の推移） 

林業は、町土の約９割を占める山林で優良材のスギやヒノキが生産されていますが、近年

の木材価格の低迷と林家の減少により森林管理が困難になっています。 

 

＜林業の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■第１次産業の推移（水産業の推移） 

水産業は、近年の異常気象状況等により、漁業資源の減少、漁業関連施設の老朽化等の問

題を抱えています。 

一方、栽培漁業による資源管理型漁業の促進を進めるとともに、水産カレッジを活用した

新規就業者の確保等、新たな取組を行っています。 

 

＜水産業の推移＞ 

 

 

 

 

  

資料：農林業センサス・木材統計調査 

 

※福井県の木材価格の指標「スギ中丸太価格」を参照 

資料：漁業センサス 

 

項目 平成17年 平成22年 平成27年

経営体数（経営体） 222 346 149

スギ中丸太全国価格（円／㎥） 13,700 13,100 13,200

項目 平成15年 平成20年 平成25年

経営体数（経営体） 63 43 49

就業者数（人） 100 98 85
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■第２次産業の推移 

第２次産業については、工業団地を整備し数社の企業誘致に取り組んできましたが、依然、

建設業の占める割合が高くなっています。 

工業は、北陸自動車道今庄インターチェンジや南条スマートインターチェンジを中心に複

数の企業が立地していますが、企業のほとんどが小規模で、社会情勢の動向に左右されやす

い不安定要素を含む厳しい環境の中、経営されています。 

 

＜製造業事業所数、従事者数、製造品出荷額等＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■第３次産業の推移 

第３次産業のうち商業については、商業集積度が低いことに加え、近年の消費者ニーズの

多様化や近隣市への大型量販店の進出が背景にあり、年間商品販売額は減少しています。 

観光産業については、近年、観光・レジャーの多様化等の社会的要因や、インバウンド対策

の遅れなどにより、観光客の増加には至っていません。 

 

＜商業事業所数、従事者数、年間商品販売額＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総
論 

基
本
構
想 

※平成 27 年工業統計調査は不実施 

 
資料：工業統計調査 

 

資料：商業統計調査 

 

項目 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

製造業事業所数 23 22 15 22 16

製造業従事者数（人） 608 533 434 528 458

製造品出荷額等（百万円） 9,505 9,470 9,107 10,813 8,561

項目 平成14年 平成16年 平成19年 平成24年 平成26年 平成28年

商業事業所数 148 132 118 89 84 81

商業従事者数（人） 495 457 626 325 377 344

年間商品販売額（百万円） 5,916 5,190 7,824 6,080 6,618 6,548
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産業大分類別事業所数の全事業に占める割合では、全国および福井県と比べて、「農業、林

業」や「漁業」、「建設業」、「宿泊業・飲食サービス業」、「教育，学習支援業」等の割合が高く

なっています。 
 

＜産業大分類別事業所数の全事業に占める割合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：平成 26 年経済センサス‐基礎調査福井県基本集計 統計表 
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農業，林業
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鉱業，採石業，砂利採取業
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電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業
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金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

全国 福井県 南越前町
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総合計画の施策を着実に推進するため、総合計画との整合性に配慮し、各分野において次

の関連する個別計画を策定し、実施しています。 
 

＜関連する個別計画＞ 

計画名 策定年度 計画期間 

南越前町まち・ひと・しごと創生総合戦略 Ｒ元年度 Ｒ2 年度～Ｒ6 年度 

南越前町財政計画 Ｒ元年度 Ｒ2 年度～Ｒ6 年度 

南越前町公共施設等総合管理計画 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度～Ｒ13 年度 

南越前町地域防災計画 Ｈ18 年度（改訂Ｈ30 年度） Ｈ18 年度～ 

南越前町国民保護計画 Ｈ18 年度 Ｈ18 年度～ 

南越前町災害時要援護者避難支援計画 Ｈ20 年度 Ｈ20 年度～ 

南越前町空家等対策計画 Ｈ29 年度 Ｈ29 年度～Ｒ3 年度 

第２次南越前町男女共同参画計画（推進プラン） Ｈ28 年度 Ｈ29 年度～Ｒ3 年度 

南越前町過疎地域自立促進計画 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度～Ｒ3 年度 

南越前町地域公共交通計画 Ｈ29 年度 Ｈ29 年度～ 

南越前町景観計画 Ｒ元年度 Ｒ元年度～ 

第３次南越前町地域福祉計画・地域福祉活動計画 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度～Ｒ2 年度 

第２次南越前町健康増進計画・食育推進計画 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度～Ｒ4 年度 

南越前町高齢者福祉計画および第７期介護保険事業計画 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度～Ｒ2 年度 

南越前町第 3 次南越前町障害者計画および 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 
Ｈ29 年度 Ｈ30 年度～Ｒ2 年度 

南越前町子ども・子育て支援事業計画 Ｒ元年度 Ｒ２年度～Ｒ6 年度 

いのち支える南越前町自殺対策行動計画 Ｈ30 年度 Ｒ元年度～Ｒ5 年度 

第３期南越前町特定健康診査等実施計画 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度～Ｒ5 年度 

第２期南越前町国民健康保険保健事業計画（データヘルス計画） Ｈ30 年度 Ｒ元年度～Ｒ5 年度 

南越前町農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想 Ｈ26 年度 Ｈ26 年度～ 

南越前町鳥獣被害防止計画 Ｒ元年度 Ｒ2 年度～Ｒ4 年度 

南越前町森林整備計画 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度～Ｒ8 年度 

南越前町農業振興地域整備計画 Ｈ25 年度 Ｈ25 年度～Ｒ4 年度 

南越前町建築物耐震改修促進計画 Ｈ19 年度（改訂Ｈ28 年度） Ｈ20 年度～Ｒ3 年度 

南越前町地球温暖化対策実行計画 Ｈ21 年度（改訂Ｈ29 年度） Ｈ30 年度～Ｒ4 年度 

南越前町無雪化計画 Ｈ21 年度（Ｈ29 年度改訂） Ｈ21 年度～ 

南越前町公営住宅等長寿命化計画 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度～Ｒ3 年度 

南越前町環境基本計画 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度～Ｒ4 年度 

南越前町水道ビジョン Ｈ30 年度 Ｒ元年度～Ｒ10 年度 

南越前町橋梁長寿命化修繕計画 Ｈ30 年度 Ｒ元年度～Ｒ50 年度 

南越前町道路除雪基本計画 毎年策定  

第３章 関連する個別計画 総
論 

基
本
構
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基本構想 

第１章 町の将来像 

第２章 計画の基本指標 

第３章 土地利用構想 

 



 

20 

 

第１章 町の将来像 

 

 

１ まちづくりの基本理念 

 

 

まちづくりの目的は、住民の誰もが豊かに暮らすことができる環境づくり、条件づくりを

計画的、総合的に推進していくことにあります。 

本町は、これまで恵まれた立地特性や自然環境、歴史・文化等を活かしてまちづくりを進

めてきましたが、現在は、本格的な人口減少社会の到来、少子高齢化の進展、地方分権の進

展をはじめとする社会潮流の大きな変化の中にあり、時代環境の急速な変容に適応しつつ、

個性あるまちづくりを進めることが必要です。 

こうしたことから、恵まれた特性や、これまでのまちづくりの中で育んできた地域資源や

個性を改めて評価し、磨きをかけ、活用していくことで、住民の誰もが豊かに暮らすことが

できる活力あふれるまちを目指します。 

また、まちづくりの主体はこの地域に住むすべての人びとです。 

性別や年齢等にかかわりなく誰もが意欲を持って、自らの力を発揮でき主役になれる、人

にやさしいまちをつくることが大切です。 

このため、住民と行政が協働し、住民の多様なアイデアを活かすことができる仕組みをつ

くり、一人一人のさまざまな可能性を広げ、住民の誰もが「住んで良かった」「これからも住

み続けたい」と実感できるまちづくりを目指します。 

これからのまちづくりや施策の企画立案のキーワードとして、｢対話｣、｢調和｣、「融和」の

３つの言葉を施策展開の基本として継承しつつ、この総合計画が計画期間とする平成 27 年度

からの 10 年間を、新たなまちづくりの第一歩と位置づけ、まちづくりに取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１章 町の将来像 

１ まちづくりの基本理念 

対話 

調和 融和 
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「まちづくりの基本理念」を踏まえ、本町における町の将来像は、次のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 町の将来像 

歴史の恵みに抱かれて 

本町は、古くから陸と海の交通の要衝として人びとが行き交った拠

点です。街道や港に行き交うたくさんの人びとが地域を創り、豊かな

人間性を育んできました。また、北前船の歴史・文化などは、他には

見られないこの地域特有のものです。こうしたさまざまな地域の歴

史・文化資源を活かした、個性あるまちづくりを創意と工夫により実

現していきます。 

出会いから活力の花ひらく町 

新しいまちは、新しい｢出会い｣からはじまります。｢出会い｣から多

様な個性が花ひらき、すべての人が元気でいきいきと暮らすことがで

きる、活力あふれるまちを目指します。 

海と緑 

海と森の豊かな自然に囲まれて私たちは生活しています。森の豊か

な緑はさまざまな恵みをもたらすだけでなく、水源として広く地域を

潤し、豊かな海を育みます。 

総
論 

基
本
構
想 
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３ ６つの基本目標 

 
 

行政と住民が一体となって活力のある魅力と個性にあふれるまちづくりをより一層前進し、

多様化・複雑化する行政ニーズに的確に対応するためには、住民の理解と協力のもと、自立

した効率的・効果的な行財政基盤を確立する必要があります。 

こうした状況を踏まえ、町の将来像である「海と緑と歴史の恵みに抱かれて、出会いから

活力の花ひらく町」の実現に向け、以下の６つの柱を基本目標として掲げ、目標年度の令和

６年度までの具体的な事業を計画的に進めます。 
 

  

３ ６つの基本目標 

＜町の将来像＞ 

海と緑と歴史の恵みに抱かれて、 

出会いから活力の花ひらく町 

２ 
安全安心して 

暮らせる 

まちづくり 

 

1 
町民に優しい 

まちづくり 

 3 
活き活きと 

働ける 

まちづくり 

 

４ 
人と文化を育む

まちづくり 

 ６ 
効率的な行財政

運営による 

まちづくり 

５ 
住民主体の 

まちづくり 

 

６つの基本目標 
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（1）町民に優しいまちづくり 

保健・医療・介護・福祉の連携の強化を図ることで、住み慣れたまちで、みんなが健康に安

心して暮らせるまちをつくります。 

 

（2）安全安心して暮らせるまちづくり 

防災対策の充実と住民を取り巻く住環境整備の充実を図ることで、快適に生活できるまち

をつくります。 

 

（3）活き活きと働けるまちづくり 

地域間の連携を活かした地域資源の有効利用と新しいアイデアの創造や人材の育成、雇用

の確保により、活力あふれるまちをつくります。 

 

（4）人と文化を育むまちづくり 

豊かな人間性を育む教育環境の充実を図り、未来を担う子どもたちがのびのび学び、みん

なの未来に夢が描けるまちをつくります。 

歴史文化の継承活動の活発化を図り、「まちとしての価値」を高め、それを地域に還元する

ことで地域を潤すまちをつくります。 

 

（5）住民主体のまちづくり 

財政状況の厳しさが増す中、高まる公的サービスニーズに応えていくことが困難となって

います。これまでの行政主導のまちづくりから住民、各種団体、行政が一体となった協働に

よるまちづくりへの転換と補完性の原理に基づいたまちづくりを進めます。 

 

（6）効率的な行財政運営によるまちづくり 

最小限の経費で最大限の効果を引き出すよう、事務事業の集中と選択により、真に必要と

するセーフティネット機能を確保しつつ、持続可能な財政運営を行うことが必要です。公共

施設の統廃合や行政組織の見直し、さらには定員適正化計画の着実な実行により、将来に負

担を残さないまちをつくります。 

 

 

 

総
論 

基
本
構
想 
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第 2 章 計画の基本指標 

 

 

１ 定住人口の目標 

 

 

本町の人口は、昭和 35 年から山間奥地集落からの転出や若者の都市への流出によって大き

く減少しました。昭和 50 年代に入って幾分緩やかになったものの、若者の流出や少子化等に

より、自然減・社会減の傾向は続き、平成 27 年の国勢調査人口は 10,799 人となっています。 

国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口によると、令和７年の本町の人口は、

約 9,200 人となり、少子化・高齢化が進むとともに、高齢者を含む人口減少局面を迎えるこ

とが予測されます。 

今後も子育て支援や住宅政策等による定住促進を推進するとともに、若者や子育て世代の

定住意欲を高め、人口流出を抑制することが必要です。併せて、移住交流にも取り組むこと

で社会減を最小限にとどめるなど、総合的な取組の推進により、令和６年度における定住人

口は 10,000 人を目標とします。 

 

 

 

 

 

＜人口の推移＞ 

  

18,331

15,806
14,442 13,913 13,820 13,886 13,804 13,616 13,221

12,274
11,551

10,799
9,379

621

0

5,000

10,000

15,000

20,000

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 ・ R6

第 2 章 計画の基本指標 

１ 定住人口の目標 

 

令和６（2024）年度における定住人口目標 

10,000 人 

（人） 

人口流出の抑制、子育て支援等

若者層の誘致等により、社会減

を抑制 

 

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所人口推計準拠 
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２ 交流人口の目標 

 

 

交流人口とは「まち」に住む人だけでなく、産業、文化、レクリエーション等さまざまな分

野で人びとが活発に交流することによって、その「まち」に与える経済効果等から「まち」の

活力を評価するもので、年間の観光客入込数を基礎に設定します。 

本町の観光客入込数は、平成 15 年の約 89 万人、平成 18 年の約 86 万人をピークに、平成

19 年以降は減少傾向であり、平成 30 年は約 57 万人となっています。 

この間、旅行形態の多様化や「モノの消費」だけでなく、地域ならではの歴史・文化等を体

験・体感する「コトの消費」への消費スタイルの変化等、旅行者のニーズは日々傾向が変化

しています。また、ＩＴ化の進展やＳＮＳの普及等、観光情報の発信・収集は大きな変化が

みられます。 

本町では、今庄宿、北前船主通り、旧北陸線トンネル群等の歴史・文化を活かした整備を進

めるなど、観光交流の新たな受け皿やネットワークづくりを進めています。令和５年北陸新

幹線金沢・敦賀間開業による相乗効果を活かすほか、訪日外国人旅行者の誘致の推進により、

令和６年における交流人口は 78 万人を目標とします。 
 

 

 

 

 

 

＜観光客入込数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：福井県観光客数動態推計表 

889

766
820

859
819 828

766
721

682
643 628 620

671
592

667

566

780

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000
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２ 交流人口の目標 
総
論 

基
本
構
想 

 

令和６（2024）年度における交流人口目標 

78 万人 
 

（千人） 
高速交通ネットワーク開通効果、 

訪日外国人旅行者の誘致、 

地域資源を活用した交流 
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第３章 土地利用構想 

 

 

１ 土地利用構想 

 

 

■基本事項 

本町の区域における町土は、現在および将来における住民生活に、必要かつ不可欠な限り

ある資源です。また、生活と生産を通ずる諸活動の共通の基盤です。 

このことから、町土の利用にあたっては、住民の理解と協力のもとに、恵まれた自然・歴史

的環境との調和に配慮し、本町の特性を充分に活かした、安全、健康で文化的な生活環境の

確保と本町の均衡ある発展を図ることを基本事項とします。 

行政だけではなく、住民との協働や、国や県との連携により土地利用のあるべき姿の実現

に向けて、総合的かつ計画的に行われなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３章 土地利用構想 

１ 土地利用構想 

必要な措置の概要 

 

町土利用をめぐる基本的条件の変化 

 
少子・高齢化社会、人口減少の加速 

町土の保全と 

安全性の確保 

●自然条件を踏まえ

た防災の推進 

●災害に強いまちづ

くりの推進 

●土砂、水害対策の総

合的な推進 

環境保全と 

美しい町土形成 

●恵まれた自然環境

の保全 

●快適で質の高い生

活環境の創造 

●歴史・文化を活かし

たまちづくり 

 

土地の有効利用 

 

●空き店舗、空き家、

空き地等、既存スト

ックの有効活用 

●農地の多面的機能

を踏まえた活用促

進 

住民参加に 

よる町土利用 

●地域における交流

促進、コミュニティ

の維持発展 

●みんなが参加する

町土管理 

グローバル化の進展、 

高速交通網整備による産業構造の変化 

 

 安全・安心や環境に対する意識の高まり 公共の担い手の多様化と役割の増大 

地方分権の進展と 

戦略的町政運営の必要性 

 

地球規模での 

環境問題 

 

 

自然災害の 

多発 
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■利用区分別の町土利用の基本方向 

 

 

 

 

 

 

 

  

総
論 

基
本
構
想 

基本方向

 ●農産物の安定供給のために、耕作放棄地の発生防止と再利用による農用

　 地の確保と整備

 ●良好な管理による多面的機能の維持

 ●安全・安心な農産物の供給や環境負荷の軽減に配慮した農業生産の推進

 ●林業の持続的かつ健全な発展と多面的機能維持のために、多様で健全な

　 森林の整備と保全

 ●野生鳥獣被害対策を考慮した里山の整備と保全および森林の適正な利用

 ●貴重な自然環境を形成している原野の保全・再生

 ●河川・海岸における安全性の確保（減災対策の促進）

 ●既存用地の持続的な利用

 ●交流・連携の促進、町土の有効利用や生活・生産基盤の整備を進めるた

　 めに必要な用地の確保

 ●農林業の生産性の向上、農用地や森林の適正な管理のために必要な道路

　 用地の確保

 ●既存用地の持続的な利用

 ●生活道路の整備改良

宅地

 ●空き家・空き地の有効利用や耐震・環境性能を含めた質の向上と商業の

　 活性化、さらには良好な居住環境を形成するために必要な宅地の確保

 ●未利用地の有効活用の促進

工業用地  ●既存工業団地の有効利用

 ●空き店舗・空き工場等の低未利用や農山村の耕作放棄地の積極的な再利

　 用・有効利用

道　　　路

宅

　

地

その他

水面・河川水路

区分

農　用　地

森　　　林

原　　　野
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29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

後期基本計画 

第１章 町民に優しいまちづくり 

第２章 安全安心して暮らせるまちづくり 

第３章 活き活きと働けるまちづくり 

第４章 人と文化を育むまちづくり 

第５章 住民主体のまちづくり 

第６章 効率的な行財政運営によるまちづくり 

未来づくりプログラム 
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18 

相
談
体
制
の
充
実…

…

P

66 

17 

交
通
安
全
対
策
の
充
実…

…

P

64 

16 

地
域
防
犯
体
制
の
充
実…

…

P

62 

15 

原
子
力
安
全
対
策
の
充
実…

…

P

60 

14 

防
災
体
制
の
充
実…

…

P

58 

 

 

第２次南越前町総合計画 

海と緑と歴史の恵みに抱かれて、 

 
 

４ 

医
療
・
保
健
施
設
の
整
備
と
機
能
の
充
実…

…

P

40 

３ 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
と
運
用…

…

P

38 

２ 

母
子
の
健
康
づ
く
り
支
援
体
制
の
整
備
、
充
実…

…

P

36 

１ 

心
と
か
ら
だ
の
健
康
づ
く
り
支
援
体
制
の
整
備
、
充
実…

…

P

34 

６ 

高
齢
者
の
元
気
づ
く
り
の
促
進…

…

P

44 

５ 

高
齢
者
を
支
援
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
充
実…

…

P

42 

 

８ 

自
立
と
社
会
参
加
の
促
進…

…

P

47 

７ 

生
活
支
援
の
推
進…

…

P

45 

 

11
「
次
代
の
親
」
の
育
成…

…

P

52 

10 

子
ど
も
た
ち
を
取
り
巻
く
環
境
の
整
備…

…

P

50 

９ 

子
育
て
を
支
援
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
充
実…

…

P

48 

13 

地
域
福
祉
活
動
へ
の
住
民
参
加
の
推
進…

…

P

56 

12 

人
に
優
し
い
ま
ち
づ
く
り
の
推
進…

…

P

54 

 

20 

生
活
道
路
の
整
備…

…

P

70 

19 

幹
線
道
路
の
整
備…

…

P

68 

 

24 

美
し
い
ふ
る
さ
と
景
観
の
保
存
と
継
承…

…

P

78 

23 

自
然
環
境
の
保
全
と
衛
生
環
境
の
整
備…

…

P

76 

 

27 

公
共
交
通
手
段
の
充
実…

…

P

84 

26 

克
雪
対
策
の
充
実…

…

P

82 

25 

住
環
境
の
整
備…

…

P

80 

22 

下
水
道
お
よ
び
合
併
浄
化
槽
の
普
及
・
管
理…

…

P

74 

21 

上
水
道
の
安
定
供
給…

…

P

72 

 

健
康
な
心
と
体
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く
り
、 

保
健
・
医
療
・
福
祉
・
介
護
の
連
携
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強
化
と
充
実 

地
域
で
暮
ら
せ
る
高
齢
者
福
祉
の
充
実 

自
立
を
支
援
す
る
障
害
者
福
祉
の
推
進 

子
育
て
の
支
援
、
児
童
福
祉
の
充
実
と
次
世
代
育
成 

協
力
し
助
け
合
う
地
域
福
祉
の
推
進 

道
路
交
通
網
の
整
備 

上
下
水
道
の
整
備 

自
然
環
境
と
の
共
生 

快
適
な
住
環
境
づ
く
り 

安
全
安
心
な
環
境
づ
く
り 

町民に優しい 

まちづくり 

安全安心して暮らせる 

まちづくり 

 

基
本
構
想 

 
 

町
の
将
来
像 

基
本
目
標 

 

 
基
本
計
画 

基
本
施
策 

 

細
施
策 

 １  ２  ３        ５ ４ ６ ７ ８ ９ 10
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後期基本計画体系図 

出会いから活力の花ひらく町 

活き活きと 

働けるまちづくり 

効率的な行財政運営

によるまちづくり 

１  

30 

水
産
業
の
振
興
と
漁
業
関
連
施
設
の
整
備
・
長
寿
命
化…

…

P

92 

29 

林
業
の
振
興
と
森
林
資
源
の
確
保…

…

P

90 

28 

農
業
の
振
興
と
基
盤
の
整
備
・
保
全…

…

P

88 
31 

商
工
業
の
振
興
と
雇
用
の
促
進…

…

P

94 

33 

公
共
施
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後期基本計画 

第１章 町民に優しいまちづくり 

第２章 安全安心して暮らせるまちづくり 

第３章 活き活きと働けるまちづくり 

第４章 人と文化を育むまちづくり 

第５章 住民主体のまちづくり 

第６章 効率的な行財政運営によるまちづくり 
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■現状と課題 

40 歳～50 歳代における特定健診の低受診 

特定健康診査1の受診率は、60 歳～74 歳までは年々増加傾向にありますが、40 歳～50 歳

代の働き盛りの世代で受診率が低い状況です。また、毎年継続して受診する人は、受診者

全体の 20％程度となっています。がん検診においても同様に、受診者数が減少傾向です。

一律的な受診勧奨ではなく、年齢層や受診歴等の特徴に応じた効果的な受診勧奨を実施し、

継続的な受診に結びつけることが重要です。 

 

医療費に占める生活習慣病の高割合 

国民健康保険被保険者の医療費において、がん、糖尿病、高血圧、脂質異常症、脳血管疾

患、狭心症等の生活習慣病の割合が高い状況であり、医療が必要になる前の発症予防と疾

病の早期発見、重症化予防が重要です。 

 

心の健康を相談できる相手の不在 

心に悩みを持つ方や家族等が心の負担を軽減できるように、精神科医師や臨床心理士に

よる個別相談、心の健康への理解者を増やすための普及啓発を実施しています。一方で、

不安や悩み、苦労等があった場合に相談相手がいない人もいるため、相談しやすい環境整

備や、心に悩みを持った人を地域で見守り、相談相手となる人材を確保していくことが重

要です。 

 

 

 

  

 
1／特定健康診査：40 歳～74 歳までの方を対象にした生活習慣病の予防のための健診 

第 1 章 

細施策１ 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策１ 健康な心と体づくり、保健・医療・福祉・介護の連携の強化と充実 

 

 

健康に関心を持ち、身体も心も大切にできるまち 

心とからだの健康づくり支援体制の整備、充実 

目指すまちの姿 



 

35 

 

 

 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①がん検診、特定健康診査の受診勧奨と環境整備 

・年齢や受診歴等の対象に応じた受診勧奨により受診率の向上を図ります。 

・集団や個別、休日や早朝の健診（検診）等、誰もが受診しやすい環境を整えます。 

 

②病気の早期発見と重症化予防 

・生活習慣病の早期発見と適切な保健指導により、病気の発症を予防します。 

・生活習慣病にて治療中の場合は、主治医との連携により重症化を予防し、医療費の増加を

抑制します。 

 

③心の健康を相談できる場所と人の充実 

・各地区で実施している「心の相談」や健診会場での個別相談等、身近で気軽に心の健康を

相談できる場所を提供します。 

・誰もが身近な人に相談できるように、町民が集まる機会において、何らかの悩みを抱えて

いる人が発するサインに気付く方法やストレスへの対処法等を普及啓発することで、地域

における心の健康への理解者を増やします。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

特定健康診査受診率 ％ 39 60 

健診結果相談会参加率 ％ 41 60 
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■現状と課題 

妊娠・出産・子育ての不安を気軽に相談できる体制の不足 

ライフスタイルの多様化、女性の社会的自立等により、妊娠出産・子育ての環境は変化

しています。子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査では、８割近くの保護者が子育

ての不安や悩みを抱えていますが、多くの方は親族、友人、医師、保育士、保健師等に相談

できていると回答しています。 

引き続き、孤立した子育てにつながらないように、育児不安を相談できる体制づくりが

求められています。 

 

子どもの成長に応じて変化する悩み 

子育ての悩みは、病気や発育・発達に関する悩みから、しつけや友達づき合い等多岐に

わたり、成長に応じて内容は変化していきます。町には発達支援2の専門機関がなく、遠方

への通院、通所が必要になることから、負担も大きく治療や療育を中断してしまうことが

危惧されます。 

 

医療費助成の継続 

出生から 18 歳年度末までの子どもの医療費の無料化を実施し、子育て世帯の経済的負担

を軽減しています。医療費の無料化により受診しやすくなったため、早期発見と重症化予

防に貢献しています。 

 

 

 

  

 
2／発達支援：心身の障害やその可能性のある人に対し行われる、個々の障害、発達の個性・特性に合わせた支援 

第 1 章 

細施策２ 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策１ 健康な心と体づくり、保健・医療・福祉・介護の連携の強化と充実 

 

 

気軽に相談する場所と人のつながりがあり、 

妊娠・出産・子育ての時期を安心して過ごせるまち 

母子の健康づくり支援体制の整備、充実 

目指すまちの姿 
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■目標実現のために取り組むこと 

①妊娠から子育て期までの相談体制の充実 

・子育て世代包括支援センター3の総合相談窓口の機能を強化します。 

・妊娠届出時から保健師に相談できる体制を整備し、育児不安の増大や孤立した子育てを予

防します。 

 

②成長段階に応じた子育てへの切れ目のない支援の実施 

・子育て世代包括支援センターが中心となり、保育所や認定こども園、子育て支援センター、

学校等の関係機関と連携し、子どもの特性に合わせた支援体制の強化を図ります。 

・子育てに関する悩みを保護者同士が共有するとともに、子どもの特性について理解を深め、

特性に合った対応について学ぶ場を提供します。 

・発達支援の専門機関に通所、通院する保護者の経済的負担の軽減を図ります。 

 

③医療費助成の維持 

・出生から 18 歳年度末までの子ども医療費の無料化を今後も継続して実施します。 

・町の広報紙やホームページを通じて、適正な受診を呼び掛けます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

子育ての相談相手や相談できる場所があると 

感じている割合 
％ 96 100 

 

 

 

  

 
3／子育て世代包括支援センター：南越前町役場保健福祉課内に平成 31 年 4 月 1 日設置。妊娠期から子育て期にわたる

までのさまざまなニーズに対して総合的相談支援を提供するワンストップ拠点 
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■現状と課題 

介護予防活動の場と支援者の不足 

健康寿命を延ばし、高齢になっても元気でいきいきと生活を続けるためには、介護予防

の普及啓発と高齢者の社会参加の機会を増やすことが必要です。高齢者が自主的に介護予

防に取り組む場所（受け皿）として、地域ふれあいサロン4の充実に取り組んでいますが、

協力員等の介護予防の支援者（担い手）不足と高齢化による負担増大が課題です。 

 

認知症への理解と重症化予防の推進 

認知症に対する正しい知識の普及啓発に向け、認知症サポーターを養成してきましたが、

養成後の活動の場が不十分です。また、もの忘れ検診の実施や、認知症初期集中支援チー

ム5により早期把握・早期対応への取組を行っていますが、認知症が進行してから相談や介

護保険申請をする傾向がみられます。本人や介護する家族が、安心して地域で暮らし続け

ることができる仕組みづくりが求められています。 

 

独り暮らしや高齢者世帯の増加による医療や介護の需要の増大 

第１号被保険者一人当たりの介護保険サービス給付月額が県内でも高く、特に施設給付

の割合が高くなっていることから、高齢者の自立支援・重度化防止への取組が望まれます。

町内で利用できる医療・介護のサービスには限りがあるため、その心身の状況、置かれて

いる環境等に応じて、サービスが適切かつ効果的に提供されるようにケアマネジメント6を

行う必要があります。また、生活支援のニーズも多様化しており、地域におけるさまざま

な関係者とのネットワーク構築を図りながら、地域全体で高齢者を支えていく体制づくり

が必要です。  

 
4／地域ふれあいサロン：年齢や心身の状況等によって高齢者等を分け隔てることなく、誰でも一緒に参加することので

きる介護予防活動に資する住民主体の通いの場 

5／認知症初期集中支援チーム：医療・介護の専門職が家族の相談等により認知症が疑われる人やその家族を訪問し、必

要なサービスの調整や家族支援等を包括的、集中的に行うチーム 

6／ケアマネジメント：介護サービスを利用するご本人の要介護状態や生活状況を把握し、ご本人が望む生活が送れるよ

うにさまざまなサービスを組み合わせてケアプランを作成し調整等行う一連の業務 

第 1 章 

細施策３ 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策１ 健康な心と体づくり、保健・医療・福祉・介護の連携の強化と充実 

 

 

すべての高齢者が、できる限り住み慣れた家庭や地域で 

助け合いながら安心して暮らし続けることができるまち 

地域包括ケアシステムの構築と運用 

目指すまちの姿 
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■目標実現のために取り組むこと 

①介護予防の推進 

・住民主体の身近な通いの場として、地域ふれあいサロンの活動を支援し、会場毎の回数増

を目指します。 

・介護予防サポーターなどの介護予防の支援者（担い手）を増やすとともに、区長、民生委員児童

委員7との連携を図りながら、サロン協力員の負担軽減と継続的な介護予防活動を支援します。 

 

②認知症にやさしいまちづくり 

・認知症サポーター養成後に、「介護予防のつどい」や「地域ふれあいサロン」、「認知症介護

者のつどい」等における活動を支援します。 

・「認知症カフェ8」の設置を推進し、本人や介護者支援の充実に努めます。 

・認知症初期集中支援チームの取り組みについて普及啓発を行い、早期支援につなげて重症

化予防に努めます。 

・認知症高齢者声かけ訓練を実施し、地域での見守り体制を強化します。 

 

③地域連携・支え合いの体制づくり 

・ケアマネジャー9の事例を多職種で検討する地域ケア会議10に、介護サービス事業所の参加

を促し、関係者間で連携しながら高齢者の自立支援・重度化防止を図ります。 

・かかりつけ医の確保と、訪問看護・介護事業所等の在宅医療・介護の連携強化により、サー

ビス提供体制を充実し、高齢者の在宅生活を支援します。 

・地域の関係機関とのネットワーク構築を図るとともに、生活支援の担い手を養成し、地域

の見守り・支え合いの体制づくりを推進します。 
 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

地域ふれあいサロン実施回数 延回数 768 1,000 

町内における「認知症カフェ」設置数 設置数 1 6 

調整済重度認定率11（要介護 3～5） % 5.5 5.3 

 
7／民生委員児童委員：地域の住民生活を必要に応じ適切に把握し、生活に困った人や児童の保護・育成等の福祉につい

て相談を受け、自立を助けるために必要な相談・支援を行う地域福祉推進の担い手 

8／認知症カフェ：認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解し合う場 

9／ケアマネジャー：介護や支援を必要とする人が介護保険制度を利用して自立した生活を送れるようサポートする介護

支援専門員 

10／地域ケア会議：高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備とを同時に進めていく、地域包括

ケアシステムの実現に向けた手法 

11／調整済重度認定率：第 1 号被保険者の性・年齢別人口構成の影響を除外した要介護 3 以上の重度者の認定率 
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■現状と課題 

今庄・河野診療所の施設設備・医療機器の老朽化 

計画的に設備・機器の更新を実施し、適切に管理しているところですが、購入から 10 年

が経過した医療機器については、部品供給が出来ないなどの理由で修理不能となり、診察

に支障をきたすことが懸念されます。 

 

今庄・河野診療所間における医師などの連携 

河野診療所医師の急な不在の際、他院からの医師の派遣は困難な状況です。また、河野

診療所整形外科診療日には、今庄診療所の放射線技師、作業療法士が対応しており、引き

続き今庄・河野診療所相互の連携が必要です。 

 

施設の定員に見合った人員数の確保 

施設の定員に見合った人員数を確保していますが、今後、定年退職などにより専門職員

の確保が課題となることが予想されます。 

 

質の高い医療を提供するための資質向上 

複雑・多様化する医療ニーズの増加に対応し、質の高い医療を提供するため、職員のス

キルアップが重要です。 

 

在宅医療の推進 

医療や介護が必要な状態となっても、住み慣れた地域での生活が継続できるよう、在宅

医療体制の充実が必要です。 

  

第 1 章 

細施策４ 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策１ 健康な心と体づくり、保健・医療・福祉・介護の連携の強化と充実 

 

 

住民に信頼される町の診療所・施設を存続し、 

充実した医療・介護を受けることができるまち 

医療・保健施設の整備と機能の充実 

目指すまちの姿 
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■目標実現のために取り組むこと 

①今庄・河野診療所の施設設備・医療機器の更新 

・設備・機器の更新計画を再度見直し、保守契約の延長や計画的な設備・機器の更新を実施

します。 

 

②今庄・河野診療所間で医師などの連携を実施 

・河野診療所医師の急な不在の際の今庄診療所医師の代診、河野診療所整形外科診療日にあ

わせた今庄診療所放射線技師、作業療法士の定期的な派遣を継続して実施します。 

 

③施設の定員に見合った計画的な職員採用 

・計画的な職員採用により、施設の定員に見合った人員を確保します。 

 

④研修に参加しやすい環境の構築 

・研修機会の確保・充実を図るとともに、テレビ会議システムを用いることにより、研修に

参加しやすい環境を整備し、資質向上に努めます。 

 

⑤在宅医療の提供体制の構築 

・今庄・河野診療所のほか、町内医療機関と連携し、訪問診療・往診、訪問看護、訪問リハビ

リなど、患者のニーズに応じた医療が提供できる体制を構築します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

診療所の外来患者数 人 19,657 19,700 

訪問リハビリ件数 件 107 125 
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■現状と課題 

独居・高齢者単独世帯の増加 

高齢人口（65 歳以上）の比率の上昇や少子化、核家族化等に伴い、独居高齢者世帯が増

加しており、緊急時の対応等、安心して在宅生活を送ることができる支援が必要です。 

 

住み慣れた地域における生活の継続 

要介護状態の場合においても、住み慣れた地域を離れずに在宅で生活を継続できるよう、

必要な介護・福祉等のサービスの充実が求められています。また、仕事を続けながら介護

を担う家族の負担軽減のための支援も必要です。 

 

自立生活への支援 

加齢による心身の変化等で、外出せずに自宅にこもる高齢者は少なくありません。長期

間、閉じこもりの状態が続くことにより、運動機能の低下による転倒骨折や認知症等を発

症するリスクが高まるため、要介護状態に移行しないための支援が必要です。 

 

 

 

  

第 1 章 

細施策５ 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策２ 地域で暮らせる高齢者福祉の充実 

 

 

地域で暮らす高齢者を支えるまち 

高齢者を支援するサービスの充実 

目指すまちの姿 
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■目標実現のために取り組むこと 

①緊急通報装置の設置促進 

・地域の民生委員児童委員の協力を得ながら、必要な人には緊急通報装置の設置を行

い、見守り体制の確保と維持に努めます。 

 

②地域密着型サービス施設の整備 

・地域密着型サービス施設小規模多機能型居宅介護事業所12を新たに指定し、住み慣

れた地域で生活を継続できる環境を整えます。 

 

③家族介護継続事業の継続 

・在宅で生活する要介護認定者に紙おむつ購入費用の助成を行い、在宅介護を支援し、

家に閉じこもりがちな高齢者が、安心して外出できるように機会を確保します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

緊急通報装置の年間利用数 件 32 32 

地域密着型サービスの利用者数 人 139 157 

介護用品（紙おむつ）の年間利用者数 人 233 250 

 

 

 

 

  

 
12／小規模多機能型居宅介護事業所：利用者が可能な限り自立した日常生活を送れるよう、利用者の選択に応じて、施

設でのデイサービス・短期間宿泊や、居宅への訪問介護を行う事業所 
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■現状と課題 

老人クラブ加入者数の減少 

高齢者の活動促進に大きな役割を担う老人クラブ13の活動に対し支援を進めています。一

方、各地区老人クラブが中心となり積極的なクラブへの勧誘活動を行っていますが、加入

者の増加にはつながっていません。 

 

高齢者を対象とした類似事業の運用 

高齢者を対象とする事業について、類似した敬老会と高齢者保養事業14の運用の在り方を

検討していく必要があります。 

 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①魅力ある老人クラブの育成への支援 

・会員のニーズに合わせた活動を実施し、活発な交流を進めるための支援を行います。 

 

②事業運用の検討 

・類似事業について、運用の検討を行います。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

老人クラブ加入者数 人 1,717 1,750 

  

 
13／老人クラブ：地域を基盤とする高齢者の任意団体。町内会に付随又は連携し、高齢者福祉に取り組んでいる 

14／高齢者保養事業：町内の施設を活用した高齢者向けの保養事業 

第 1 章 

細施策６ 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策２ 地域で暮らせる高齢者福祉の充実 

 

 

高齢者が生きがいをもち活力あるまち 

高齢者の元気づくりの促進 

目指すまちの姿 
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■現状と課題 

相談機能の不足 

障害者の自立した生活を支え、障害者の抱える課題の解決等の相談を行う相談支援業務

は、障害者とその家族において重要な事業となります。本町では、町内に相談支援を行う

事業所がないため、身体障害者・知的障害者と精神障害者にかかる相談支援業務を近隣の

市町業者に委託しています。今後のサービス向上には、身近な地域における相談機能の強

化が必要となります。 

 

事業所数の不足 

在宅福祉サービスは、希望者に適切に提供されており、住み慣れた地域での生活を支援する

ことができています。今後、高齢化が進むにつれ、利用者のニーズは増加することが想定され

ますが、町内にある居宅介護サービス事業所は一箇所のみであるため、ニーズに即した量的

整備が必要です。 

  

第 1 章 

細施策７ 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策３ 自立を支援する障害者福祉の推進 

 

障害のある人が住み慣れた地域で 

生き生きと暮らしているまち 

生活支援の推進 

目指すまちの姿 
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■目標実現のために取り組むこと 

①相談機能の強化 

・より専門的な相談にも対応するため、職員の専門性の向上と専門人材の確保・育成に努め

ます。 

 

②居宅介護サービスを提供し、障害者の日常生活を支援 

・障害者ニーズを把握し、町内にある居宅介護サービス事業所数を維持するための支援を行

います。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

障害福祉専門人材の確保 人 0 1 

居宅介護サービスの充足率 ％ 100 100 

町内の居宅介護サービス事業所数 箇所 1 1 
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■現状と課題 

町内における施設の未整備 

障害者が、自立した日常生活、社会生活を営むことができるようになるために、自立支

援給付事業（障害福祉サービス）として、就労移行支援サービスや就労継続支援サービス

を提供し雇用就業の促進に努めています。また、地域生活支援事業（地域活動支援センタ

ー15事業等）として余暇活動や芸術活動を支援するとともに、福祉団体連合スポーツ大会を

開催しています。一方、町内には、地域活動支援センターがないため、障害者の交流促進の

場が狭められていることが課題となっています。 

 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①地域活動支援センターの設置 

・障害者が日常的に自立し、社会生活を営むことができるよう、地域活動支援センターの設

置に向けた取組を促進し、創作的活動又は生産活動の機会の提供および社会との交流を図

ります。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

町内の地域活動支援センターの設置 箇所 0 1 

 

  

 
15／地域活動支援センター：障害によって働く事が困難な障害者の日中の活動をサポートする福祉施設 

第 1 章 

細施策８ 

 

障害のある人が自立した生活を送り 

さらに潤い豊かな生活を送るまち 

自立と社会参加の推進 

目指すまちの姿 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策３ 自立を支援する障害者福祉の推進 
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■現状と課題 

保育サービスの安定した供給 

保護者のニーズは年々多様化しています。本町では、町内の保育所および認定こども園

における延長保育、一時預かり保育、土曜保育の実施に加え、休日保育や病児・病後児保育

等の受け皿を確保することにより、多様化するニーズへの対応に努めています。 

 

障害児への支援 

保護者からの相談や、通常保育での気付きにより特別な配慮が必要であると判断される

児に対して保育士を配置し、健全な社会性の成長発達を促進していきます。対象児に対す

る適切な指導を行うため、支援にかかる保育士の確保が重要です。 

 

保育士の確保 

安定した保育サービスの提供を継続的に行うためには、保育士の確保が必要となるため、

新卒採用での保育士の確保に限らず、潜在保育士16の確保対策も求められます。保育士の負

担を軽減し、働きやすい職場環境を整備することにより、より多くの保育士が確保でき、

かつ離職率を下げる対策が必要です。 

 

 

 

 

  

 
16／潜在保育士：保育士の有資格者でなおかつ、保育園等の保育に関係した職場に就業していない人 

第 1 章 

細施策９ 

 

誰もが安心して就業と子育てが両立できるまち 

子育てを支援するサービスの充実 

目指すまちの姿 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策４ 子育ての支援、児童福祉の充実と次世代育成 
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■目標実現のために取り組むこと 

①事業所の確保による保育サービスの安定した供給 

・町内の保育所および認定こども園による延長保育、一時預かり保育、土曜保育事業を継続

的に実施するとともに、シルバー人材センターが行う一時預かり事業や、私立認定こども

園への休日保育事業の委託を実施します。 

・町内に実施事業所がない病児・病後児保育17については、近隣市町と委託契約によりサービ

ス提供する事業所を確保します。 

 

②障害児への支援 

・保育士については、発達障害児への支援にかかる研修の積極的な受講を促すとともに、障

害児保育に対する加配保育士の確保に努めます。 

 

③保育士の確保 

・町内の保育所や認定こども園、子育て支援センター等に保育士や保育教諭の確保について、

新採用保育士の確保や潜在保育士の現場復帰支援等に取り組みます。 

・保育補助者や保育の周辺業務を行う職員を配置することで、常勤保育士の負担を軽減し、

働きやすい職場環境を整備することにより、より多くの保育士の確保を可能とし、かつ離

職率を下げる対策を推進します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

子育て支援センター相互交流会 日 6 8 

障害児保育に対する加配保育士の確保 人 8 15 

途中入園の乳幼児の受入れを確保 人 0 5 

保育支援者の確保 人 0 2 

保育士の負担軽減への取組 人 0 3 

 

  

 
17／病児・病後児保育：病気や病後の子どもを保護者が家庭で保育できない場合に、病院・保育所等に付設されたスペ

ースで預かるサービス 
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■現状と課題 

児童館活動の推進 

児童館18では、地域や団体、異年齢との交流を促進していますが、多様化するニーズに対応

するためには、環境の変化や時代の移り変わりに合わせて、柔軟に児童館の機能・規模・活動

内容等を再構築できる体制づくりが求められています。 

 

子どもの居場所づくり 

働き方の多様化により、放課後等に子どもたちが安全で健やかに過ごすことができる居

場所づくりのニーズは年々高まっています。本町では、各地区の児童館で放課後児童クラ

ブ19と放課後子ども教室20を一体的に実施することで、子どもたちの居場所と学習体験・交

流の場を確保しています。今後、より高まるニーズを充足するためには、指導者等の人的

資源の拡充が必要となってきます。 

 

 

 

 

  

 
18／児童館：健全な遊びを通して、子どもの生活の安定と子どもの能力の発達を援助していく拠点施設 

19／放課後児童クラブ：保護者が昼間家庭にいない児童が、放課後に小学校の余裕教室、児童館等で過ごすことができ

るようにする取組 

20／放課後子ども教室：全児童を対象に放課後や週末に子どもたちの居場所をつくるため、校庭や教室を開放し、地域

住民の協力によってスポーツや文化活動ができるようにする取組 

第 1 章 

細施策 10 

 

子どもと事業に携わる大人の双方が、 

遊びや学習活動を通して充実した時間を過ごす環境のあるまち 

子どもたちを取り巻く環境の整備 

目指すまちの姿 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策４ 子育ての支援、児童福祉の充実と次世代育成 



 

51 

 

 

 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①児童館活動の拡充 

・地域と異年齢との交流活動については、地域、保護者、各種団体との連携を強化し、時勢に

合わせたニーズに柔軟に対応するとともに、円滑に児童館活動が行えるよう、児童館の環境

整備を実施します。 

・交流活動を実施しているボランティア団体の継続に加え、新たなボランティア団体との交

流を促進し、子どもの居場所づくりの充実に努めます。 

 

②子どもの居場所づくり 

・放課後等に子どもたちが安全で健やかに過ごすことができる居場所づくりにおいて、活動

が円滑に実施できるよう、放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を推進するととも

に現行体制の維持と指導者等の確保に努めます。 

・南条児童館の利用者が増加していることから、旧南条幼稚園を改修し、児童館として利用

することで、安全で健やかに過ごすことができる居場所を確保することに努めます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

児童館利用者延べ人数 

（放課後児童クラブ登録者を含む） 
人 30,662 31,000 

放課後児童クラブ登録者数 人 199 250 

指導者の確保（児童厚生員数） 人 4 10 

地域との交流活動（年間開催回数） 回 10 10 

ボランティア団体の訪問活動（訪問回数） 回 8 8 

放課後子ども教室に参加する児童の延べ人数 人 18,367 20,000 
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■現状と課題 

困難を伴う結婚支援イベントの参加者の確保 

婚活の支援希望者を公募しているだけでは参加者が集まりにくいため、個別に参加の呼

びかけを行い企画を実施していますが、参加者が固定されたイベントになるため、潜在者

の掘り起こしが必要になります。 

 

出会いから結婚まで継続した支援者の確保 

支援事業によるイベントを開催後、カップルは成立しますが、結婚に至るまでのサポー

トを継続的に行う支援者がいないため、結婚支援イベントが出会いの場の創出までに留ま

っています。 

 

 

 

 

  

第 1 章 

細施策 11 

 

出会いから結婚までの全般的なサポートに取り組むまち 

「次代の親」の育成 

目指すまちの姿 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策４ 子育ての支援、児童福祉の充実と次世代育成 
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■目標実現のために取り組むこと 

①自身の魅力を高める出会いの創出 

・従来の結婚支援イベントを実施するだけではなく、婚活支援希望者自身の魅力を高め、さ

まざまな方との人脈形成が可能になるイベントを、民間事業者と協働で推進します。婚活

支援希望者が参加しやすいイベント環境を構築することで、参加人数の増加を図り、多く

の出会いを創出することにより、結婚へと結びつけます。 

 

②継続した支援者の育成 

・婦人福祉協議会と協働で結婚相談所を開設し、結婚希望者への相談をはじめ、お見合いか

ら成婚までのサポートも実施していることから、結婚相談員の養成に取り組み、結婚希望

者へのサポートを切れ目なく行える人材の確保に努めます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

結婚祝金受給者数 組 9 30 

出会いの場の創出 回 0 4 

結婚相談員の養成 人 17 23 
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■現状と課題 

公共施設の状況に合わせたバリアフリー化の検討 

公共施設のバリアフリー化は概ね完了していますが、車椅子・障害者用駐車区画の整備、階

段手すりの両側設置等の改良や修繕が必要な箇所の確認、施設利用者数の増加によるバリ

アフリー化の検討等が今後より一層求められます。 

 

障害者等への現状の認識不足 

高齢者との交流事業は増加傾向にあり、高齢者に対する理解は広がっています。一方、

障害者との交流やボランティア活動への参加については、活動がまだ十分ではありません。

今後は、障害者との交流スペースを設けるとともに、学校や地域の各種団体と連携を図り

ながら福祉教育・活動を進めていくことが必要です。 

 

 

 

 

  

第 1 章 

細施策 12 

 

障害のある人が安心・快適に暮らすことができるまち 

人に優しいまちづくりの推進 

目指すまちの姿 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策５ 協力し助け合う地域福祉の推進 
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■目標実現のために取り組むこと 

①町公共施設等現地調査の実施 

・町身体障害者連合会役員と現地調査を実施し、公共施設バリアフリー化の進捗状況を確認

するとともに、利用者数や修繕・改良箇所の状況に応じてバリアフリー化を検討し、高齢

者や障害者に配慮した公共施設の整備を推進します。 

 

②小中学校における交流会、講習会等の開催 

・障害者に対する意識の醸成を図るため、小中学校において障害者との交流会等を開催し心の

バリアフリー化を進めます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

町公共施設等現地調査の実施（年間実施回数） 回 1 1 

小中学校における障害者との交流の場 

（年間実施回数） 
回 0 4 
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■現状と課題 

ボランティア参加者の継続した登録と活動の不足 

ボランティア育成講座への参加者はいますが、ボランティア登録や継続した活動には十

分つながっていません。 

 

福祉に対する理解や関心を促すための取組不足 

幼少期から福祉への関心を高める取組や、幼保小中で一貫した福祉意識の改革を図るこ

とが必要です。 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①福祉意識改革のセミナーの開催 

・定期的に福祉意識改革セミナーを開催します。 

 

②保育所・認定こども園の施設慰問 

・保育所および認定こども園の園児が年に数回町内の施設を慰問し、高齢者と交流を図る機

会を設けます。 

 

③広報および啓蒙活動 

・ケーブルテレビや町の広報紙を利用し、福祉意識の啓蒙活動を図ります。 
 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

ボランティアセンター登録の促進 

（年間延べ登録者数） 
人 19 50 

 

第 1 章 

細施策 13 

 

住民みんなが地域のボランティアに参加しているまち 

地域福祉活動への住民参加の推進 

目指すまちの姿 

基本目標１ 町民に優しいまちづくり 

基本施策５ 協力し助け合う地域福祉の推進 
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後期基本計画 

第１章 町民に優しいまちづくり 

第２章 安全安心して暮らせるまちづくり 

第３章 活き活きと働けるまちづくり 

第４章 人と文化を育むまちづくり 

第５章 住民主体のまちづくり 

第６章 効率的な行財政運営によるまちづくり 
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■現状と課題 

防災機能と防災施設の充実 

平成 26 年度～平成 28 年度にかけて、町内全域に一斉に情報伝達する防災行政無線、音

声告知端末、さらには全国瞬時警報システムＪアラートが整備され、ケーブルテレビ自主

放送と併せて有事の際の情報伝達手段は充実しています。特に音声告知機と IP 電話機は、

双方向あるいはエリア指定の情報伝達（情報交換）が可能なため、町からの緊急放送に加

え、区長等が集落センター等に設置している電話機から特定の集落へ緊急放送や、IP 電話

機同士の通話等、幅広い活用が可能です。 

一方で、町内 20 箇所の指定避難所や要配慮者21利用施設の中に、耐震改修が行われてい

ない施設や浸水想定区域内（想定最大規模）および土砂災害警戒区域内にある施設が見受

けられます。また、消防団活動の拠点となる消防団車庫に詰所機能がないもの、さらには

設置後 50 年が経過している防火水槽が増えてきていることなどから、今後の施設整備等に

向けた対応が必要です。 

 

防災組織の構築 

防災に関する組織体制については、町の地域防災計画に基づく災害対策本部体制が起点

となり、それぞれの部署が防災に関する役割を担っています。 

中でも、消防組織は南越消防組合南消防署および河野分署が常備消防としての役割を担

い、210 人の消防団員が火災の初期消化をはじめとする住民の生命・身体・財産を守る役割

を担っています。自警消防隊に関しても、女性隊５隊を含む 62 隊が集落単位で整備されて

います。また、平成 29 年９月に結成された南越前町防災士の会は、住民向けの防災意識の

普及啓発等に積極的に取り組んでいます。一方、自主防災組織の結成数は、平成 30 年度末

で７組織と依然として低い結成率のため、早急な整備が必要です。 

 

 
21／要配慮者：災害時等に自力で避難できない高齢者、乳幼児、外国人、妊婦等 

第２章 

細施策 14 

 

住民みんなが地域のボランティアに参加しているまち 

防災体制の充実 

目指すまちの姿 

基本目標２ 安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策６ 安全安心な環境づくり 
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■目標実現のために取り組むこと 

①防災関係施設の整備・充実 

・現状の消防団車庫に詰所機能を備えた高機能の消防団車庫を整備するとともに、消防水利

に必要な 50 年超の防火水槽の定期点検および計画的更新を行い、防災関係施設の整備・充

実を図ります。 

 

②防災組織等の結成促進 

・町職員以外の消防団員の入団を推進します。 

・町防災士の会や女性消防団の充実を図り、火災予防等の啓発活動や災害時の後方支援等積

極的な参加を行います。 

・自主防災組織の育成を行うとともに、集落単位の災害に対する協力体制を促進し、地区全

体における防災組織の結成強化を推進します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

詰所機能を備えた消防団車庫の整備 施設 7 10 

防火水槽の計画的更新 基 0 5 

自主防災組織の育成 組織 7 20 
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■現状と課題 

原子力災害に対する認識 

敦賀・美浜原発から 30 キロ以内に位置する本町では、常に原子力災害と隣り合わせであ

ることを理解する必要があります。原子力災害に対する正しい認識と繰り返し訓練を実施

することにより、そこで得た反省や教訓を次の訓練に活かすことが大事です。 

 

原子力防災体制の確立 

町職員をはじめ、消防団、防災士の会等が、原子力防災全般に関する見識を深め、さまざ

まな機会を利用して住民に伝達することにより、原子力発電と原子力災害への正しい認識

と迅速かつ正確な行動ができることが重要です。また、地域防災計画の適宜見直しにより、

より充実した原子力防災体制を確立することが課題となります。 

 

  

第２章 

細施策 15 

 

原子力災害への正しい認識と訓練を通して迅速かつ 

正確な行動ができる原子力防災体制が確立されたまち 

原子力安全対策の充実 

目指すまちの姿 

基本目標２ 安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策６ 安全安心な環境づくり 
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■目標実現のために取り組むこと 

①原子力防災の普及・啓発 

・原子力広報誌の全世帯配布（年４回）やモニタリングポスト22の周知等を行うとともに、住

民、消防団、防災士の会、町職員を対象とする原子力防災研修を実施し、原子力発電、原子

力防災の普及・啓発を推進します。 

・地域防災計画の適宜見直しを行います。 

 

②原子力防災訓練の実施 

・広域避難訓練（永平寺町との連携）、放射線防護施設23への住民避難訓練、安定ヨウ素剤の

配布等、原子力防災の基礎となる訓練を継続して実施することにより、原子力災害に向けた

防災体制づくりを促進します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

原子力防災研修の実施回数 回 1 4 

原子力防災訓練の実施回数 回 1（令和元年） 1 

 

 

 

  

 
22／モニタリングポスト：大気中の放射線量を定期的に、又は、継続的に測定する据え置き型の装置 

23／放射線防護施設：原発事故における避難について放射線物質等から身を守るための一時避難施設 
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■現状と課題 

犯罪の現状 

福井県内の刑法犯認知件数は、平成 15 年以降 16 年連続で減少するなど治安は改善傾向

にあります。一方、越前署管内では依然として一定の犯罪件数があり、特に振り込め詐欺

やひったくり、声かけ事案、車上荒らし等、住民に身近なところで発生する犯罪は依然多

い状況にあります。 

 

防犯体制の取組 

誰もが安全で安心して暮らせる犯罪のないまちづくりを推進するためには、犯罪を防止

するためのみせる活動や、犯罪の防止に配慮した環境の整備等を行い、犯罪を誘発する機

会を減らすことが必要です。また、「自らの安全は自らが守る」という住民一人一人の防犯

意識の向上と主体的な取組が必要になります。 

 

 

 

  

第２章 

細施策 16 

 

犯罪のない安全で安心して暮らせるまち 

地域防犯体制の充実 

目指すまちの姿 

基本目標２ 安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策６ 安全安心な環境づくり 
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■目標実現のために取り組むこと 

①地域防犯体制の強化 

・防犯隊による町内全域の防犯パトロールを継続して実施するとともに、自主防犯意識の啓発

を推進します。 

 

②犯罪の防止に配慮した環境整備の強化 

・町内の主要箇所に計画的に防犯カメラを設置するとともに、地域の防犯灯の未設置箇所の

設置を推進することにより、犯罪を未然に防止し、通学路等の夜間歩行の安全にも貢献し

ます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

防犯パトロール実施回数 回 6 6 

防犯カメラ整備済箇所数 箇所 10 24 
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■現状と課題 

交通安全普及活動の強化 

交通指導員による保育所・認定こども園や小中学校、高齢者向けの交通安全教室や街頭

指導等を定期的に行うとともに、越前交通安全協会による交通安全茶屋や自動車運転者安

全講習会を開催し交通安全の普及・啓発を推進しています。また、運転免許証自主返納支

援事業については、平成 30 年度に見直し・拡充を行い、高齢ドライバーの運転免許証自主

返納を促進しています。 

 

高齢者の交通事故抑止 

近年、全国的に高齢ドライバーによる重大な交通事故が多発しており、町内においても

重大な事故が発生している現状があるため、運転免許証自主返納支援事業について、平成

30 年度に見直し・拡充を行い、免許証返納後の外出等を支援しています。今後も、高齢者

に係る交通事故の増加が予想されるため、高齢者に対する交通安全普及活動を充実し、安

全運転および歩行者の交通安全について啓発していく必要があります。 

 

交通安全施設の整備・充実 

交通安全施設に関する集落要望を踏まえて交通安全施設検討委員会を開催し、交通安全

施設や交通制限等の設置の有無について関係団体と協議・検討します。 

 

 

 

 

  

第２章 

細施策 17 

 

交通安全施設の充実と交通事故のない安全で安心して暮らせるまち 

交通安全対策の充実 

目指すまちの姿 

基本目標２ 安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策６ 安全安心な環境づくり 
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■目標実現のために取り組むこと 

①交通安全普及・啓発の推進 

・自動車運転者安全講習会への参加促進に加え、高齢者向けの交通安全教室の拡充を図りま

す。 

・65 歳以上の高齢ドライバーを対象に、ドライブレコーダーを自家用自動車に設置（後付け）

した場合に補助を行い、交通安全の普及・啓発に努めます。 

・65 歳以上の高齢ドライバーが運転免許証を自主返納した際に、タクシー利用券や住民利用

バス無期限無料乗車券の交付など支援を充実し、高齢者の外出を支援します。 

 

②交通安全施設の整備促進 

・交通安全施設検討委員会の開催を継続するとともに、交通安全施設の点検パトロールを 

実施し、施設の整備を促進します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

町内の人身事故件数 件 9 前年度比50％以上削減 

町内の人身事故件数うち、高齢運転者が 

第１当事者24となる人身事故件数 
件 3 前年度比50％以上削減 

自動車運転者安全講習会への参加者数 人 359 400 

高齢者交通安全教室の開催回数 回 4 6 

交通安全施設のパトロール回数 回 1 2 

 

  

 
24／第１当事者：当事者の中で一番過失が重い人 
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■現状と課題 

行政相談の周知継続 

女性相談委員の配置や広報、ＳＮＳ25、ケーブルテレビの文字放送、さらには、町内小学校へ

の出前教室等で相談窓口の周知を行っています。行政に対する苦情や要望を受けつける行政相

談制度は、行政に対する信頼を確保するうえで大きな役割を果たしていることから、今後、ます

ます重要性が高まっていきます。 

 

巧妙化する特殊詐欺 

消費生活相談窓口が広く認知されたことにより相談件数は増加していますが、特殊詐欺

の手口は日々変化し巧妙化しているため、多岐に渡る情報収集が必要となります。 

 

相談内容の多様化 

特殊詐欺の手口は巧妙化し、消費者問題は多様化しているため、個々の相談への的確な

対応が難しくなっています。 

 

相談件数の減少 

人権相談会は年４回開催し、人権擁護委員が相談員として実施しており、相談があれば

各関係機関につないでいます。一方、相談件数は平成 29 年度に１件、平成 30 年度は０件

と減少しています。 

 

 

 

  

 
25／ＳＮＳ：ソーシャルネットワーキングサービスの略語で、インターネット上で人と人のつながりや交流を楽しむコ

ミュニティ型の会員制サービス 

第２章 

細施策 18 

 

身近な相談窓口が整備され、安心して暮らせるまち 

相談体制の充実 

目指すまちの姿 

基本目標２ 安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策６ 安全安心な環境づくり 
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■目標実現のために取り組むこと 

①出張行政相談所の開催 

・町の広報紙やホームページ等に行政相談のコーナーを設け、積極的な周知を図るとともに出

前教室や出張行政相談所を開設することで、相談しやすい環境の構築を促進します。 

 

②消費者問題に関する情報提供 

・広報紙、ホームページ等で、製品トラブル等の消費者問題や特殊詐欺の手口について、広く情

報提供を行います。また、特殊詐欺等の手口についての啓発冊子を作成し、町内の全世帯に

配布し注意喚起を行います。 

 

③相談対応職員のスキル向上 

・多様化する消費生活相談に対応するため職員の相談対応力の強化を図ります。 

 

④人権相談会の周知方法等の充実 

・町広報紙やホームページによる周知を継続するとともに、相談会の内容を具体的に表示する

ことにより、相談しやすい環境づくりを推進します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

行政相談受付件数 件数 7 10 

消費生活情報に関する広報の実施 回 3 4 

人権相談の回数 回 4 4 

ケーブルテレビ周知期間 

（人権相談会開設周知期間） 
週間 2 2 
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■現状と課題 

安定した交通の確保 

国・県道の局部改良や消雪施設の整備・修繕は着実に進められています。さらに、安定し

た交通の確保を図るためには、国道 365 号（栃ノ木峠）の冬季不通区間の解消や国道 305

号から南条スマートインターチェンジ26に至る道路の改良、国道８号（具谷～赤萩間）の改

良、国道 305 号（上別所～奥野々間）等の改良促進が求められます。 

 

安定財源の確保による計画的な整備点検 

町内の道路整備における安定した財源確保のため、国や県等の関係機関に継続して要望

を行なっていますが、今後、防災、減災、国土強靭化のため緊急な対策が求められていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
26／スマートインターチェンジ：高速道路の本線上又はサービスエリア、パーキングエリア、バスストップに設置され

ている ETC 専用のインターチェンジ 

第２章 

細施策 19 

 

地域間交流を支える幹線道路の計画的な新設・改良により 

安心・安全な生活環境が整うまち 

幹線道路の整備 

目指すまちの姿 

基本目標２ 安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策７ 道路交通網の整備 
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■目標実現のために取り組むこと 

①幹線道路の整備や修繕 

・幹線道路の整備や修繕を計画的に進めるため、国、県の事業に対しての地元との調整や用

地交渉を行います。 

 

②関係機関への働きかけ 

・国・県道の維持に関する集落要望に対応するため、関係機関に要望するとともに、幹線道

路の改築整備や改良整備の着工に向けて関係機関に働きかけを行います。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

国道・県道の改良延長 ｍ 113,526 116,106 
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■現状と課題 

橋梁等長寿命化修繕 

町内全橋梁の定期点検を行い、長寿命化計画を策定し、補修工事の優先づけを行いまし

たが、今後ますます老朽化が進んでいく橋梁や道路構造物の点検・修繕については、継続

して実施していく必要があります。 

 

町道、交通安全施設の維持補修 

道路交通の量的増大および車両の大型化、広域化、長距離化が進み、道路損傷が進んでい

ます。今後は、舗装道の耐久性、走行性を維持し、道路利用者に対する安全性、快適性を高

める必要があります。 

 

防災・減災、国土強靭化のための緊急対策 

近年、頻発する異常気象等に対応するため、安全で快適な道路交通を確保するための対

策が必要となります。 

 

 

 

  

第２章 

細施策 20 

 

町内の地域間を結ぶ道路網による、 

生活利便性の高い、安心・安全なまち 

生活道路の整備 

目指すまちの姿 

基本目標２ 安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策７ 道路交通網の整備 

 



 

71 

 

 

 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①橋梁の架替と橋梁長寿命化修繕計画に沿った整備の推進 

・上平吹橋の架替を促進するとともに、町内全橋梁の定期点検を行い、ひび割れ、コンクリ

ートの剥離、腐食等を確認した橋梁については、寿命を延ばす修繕および架替方法の優先づ

けを行い、整備を進めます。 

 

②町道、交通安全施設の維持補修の実施 

・整備後一定期間を経過した町道については、道路交通量の増大および車両の大型化等に対

応するため、舗装道の耐久性、走行性を維持し、道路交通の安全性、快適性を確保します。

また、通学路のほか、未就学児が日常的に集団で移動する経路等の安全確保も緊急に点検

し、児童保育関係部局とも情報を共有します。さらに、高齢者等も含め、歩行者等にとって

非常に危険であり対応が必要と判断された箇所について、さらなる交通安全施設の整備を

実施します。 

 

③防災・減災、国土強靭化のための緊急対策の実施 

・近年、頻発する異常気象や落石等による道路通行の危険防止、道路損傷の早期発見等のた

め、定期的に道路パトロールを実施するとともに、集落要望等、地域住民の方々から道路

の危険箇所等について情報提供をいただくなど、道路管理の強化を図り、防災・減災、国土

強靭化のための緊急対策を実施します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

橋梁長寿命化修繕計画に基づく修繕済橋梁数 橋 6 80 

町道の改良済み延長 ｍ 188,536 191,498 

工事実施済み歩道合計距離 ｍ 10,197 10,985 
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■現状と課題 

安全で安定した水の供給 

平成 26 年度から、浄水場等の上水道施設の運転管理は専門業者に委託しており、町の担

当者と緊密に連携することで、安定した水の供給を行っています。今後も、老朽化施設や

設備の修繕により、適正な管理が必要です。 

 

水道ビジョンの改訂 

本町の水道施設は、地形的特性から水道施設が多く点在し、管路延長も長いため、施設

運営が効率的でなく維持管理に費用が多くかかっています。また、人口減少や施設の老朽

化により水道施設の再構築を検討する必要もあるため、平成 30 年度に各施設の重要性や更

新の緊急性等を考慮した水道ビジョン27を改訂しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
27／水道ビジョン：水道の現状と将来見通しを分析・評価し、水道のあるべき将来像について、すべての水道関係者が

共通目標を持って、その実現のための具体的な施策や工程を包括的に示すビジョン 

第２章 

細施策 21 

 

水資源の適切な利用や施設整備、管理体制の充実等により、 

町内全域に安全な水を安定供給できるまち 

上水道の安定供給 

目指すまちの姿 

基本目標２ 安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策８ 上下水道の整備 
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■目標実現のために取り組むこと 

①適正な管理による安全で安定した水の供給 

・安全で安定した水の供給を図るため、浄水場の維持管理、配水管の修繕等計画的な維持管

理と修繕整備を実施します。 

・町の職員と専門業者が連絡を密にして、24 時間体制での施設運転管理を実施します。 

・有収率を向上させるため、給配水管の漏水調査を継続的に実施します。 

 

②水道ビジョンの確実な実行 

・施設の老朽化による更新・再編・耐震化への対応、水道料金の見直し等を計画した水道ビジ

ョンにより、長期的展望に立って水道施設を計画的かつ効率的に管理します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

有収率（料金収入水量／年間総配水量） ％ 77 80 

老朽管の更新 ㎞ 0 8.4 
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■現状と課題 

下水道施設の適切な維持管理 

下水道施設の維持管理については、町の担当者と専門業者が緊密に連携することにより

適切に行っています。今後も、老朽化した設備の修繕により、適切に管理していく必要が

あります。 

 

下水道施設管理計画の策定 

２つの下水道施設の状況を把握し、計画的かつ効率的に管理していくため、平成 29 年度

に下水道ストックマネジメント28計画を策定しました。現在 13 施設ある農業集落排水処理

施設については、老朽化の状況を捉えた更新計画が必要になります。 

 

特別会計の運営形態 

下水道事業は、下水道特別会計、農業集落排水特別会計及び個別排水処理施設特別会計

による３つの特別会計で運営していますが、経営分析や自己検証のために経営統合による

公営企業会計化が求められています。 

 

 

 

  

 
28／下水道ストックマネジメント：長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の状況を考慮し、リスク評価等によ

る優先順位づけを行った上で、施設の点検・調査、修繕・改築等を実施し、下水道施設を計画的かつ効率的に管理

すること 

第２章 

細施策 22 

 

水を貴重な財源として未来に残し、 

美しい自然と清潔で快適な環境が守られるまち 

下水道および合併浄化槽の普及・管理 

目指すまちの姿 

基本目標２ 安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策８ 上下水道の整備 
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■目標実現のために取り組むこと 

①下水道施設の適切な維持管理の継続 

・管路施設や処理施設等を適切に維持管理していくため、計画的な維持管理と修繕を実施し

ます。 

・町の職員と専門業者が連絡を密にして、24 時間体制で施設運転管理を専門業者に委託しま

す。 

 

②下水道ストックマネジメント計画の確実な実行 

・下水道資産の状態把握やリスク評価により更新計画を策定した下水道ストックマネジメン

ト計画により、施設の耐震化や構造物・設備・管路等の更新を計画的かつ効率的に実施し

ます。 

 

③農業集落排水処理施設最適整備構想の策定 

・農業集落排水処理施設の集約や再編を検討したうえで、老朽化の進捗状況を捉えた今後の

更新計画として農業集落排水処理施設最適整備構想29を策定します。 

 

④公営企業会計への移行 

・経営分析するための資料の作成や複式簿記による自己検証を行うため、下水道事業、農業

集落排水事業、個別排水事業の３つの特別会計を統合し、公営企業会計への移行を目指し

ます。また、下水道使用料の計画的な見直しにより健全な運営に努めます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

汚水処理率 ％ 97.8 98.0 

老朽化対策による設備更新施設数 施設 0 2 

 

 

 

  

 
29／最適整備構想：長期的な視点で農業集落排水施設全体の今後の老朽化の状況を考慮し、機能診断により劣化度合い

の測定を行った上で、統合を視野に入れたコスト比較や対策の優先度を盛り込んだ機能保全計画のこと 
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■現状と課題 

ごみの不法投棄 

関係機関と連携を図りながら、監視パトロールの実施や不法投棄禁止看板の設置を継続

的に行っています。不法投棄の件数は年々減少傾向にありますが、未だ後を絶たない状況

は続いています。 

 

新ごみ処理施設整備の推進 

可燃ごみを処理する第１清掃センターの老朽化により、南越清掃組合が新たな焼却施設

を町内に建設しており、令和２年度末の稼働を目指しています。 

 

環境の保全 

環境事業を取り巻く現状は大きく変化しています。本町では、環境の保全に関して調査・

審議する環境審議会30を設置し、環境基本計画における施策の実施や進捗状況の点検を行

っています。また、今後は希少動植物の保護にも力を入れる必要があります。 

 

河川環境の維持 

老朽化の進んだ河川構造物が多く、延長も長いことから、維持管理に要する費用が増大

することが懸念されます。また、近年多発している豪雨等に備えるためにも、計画的な浚

渫工事の実施が求められています。 

 

今庄斎場の維持管理 

業務委託の経費が高額であり、また、改築から 14 年を経過するため、施設管理にかかる

経費が、今後さらに増加することが懸念されます。 

  

 
30／環境審議会：環境の保全等に関する基本的事項を調査審議する場 

第２章 

細施策 23 

 

住民の環境に対する関心の高まりにより、豊かな自然を次代に引き継げるまち 

自然環境の保全と衛生環境の整備 

目指すまちの姿 

基本目標２ 安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策９ 自然環境との共生 
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■目標実現のために取り組むこと 

①ごみの不法投棄撲滅の意識啓発 

・地元や関係機関との連携を図りながら、監視パトロールの強化や不法投棄禁止看板の設置

等広報活動を実施することにより、不法投棄撲滅の意識啓発を行います。 

 

②新ごみ処理施設整備の検証 

・稼働後に実施する環境影響調査の結果や、排ガスの数値を公表し、環境に影響が出ないよ

うに監視します。 

 

③環境の保全に関する施策の促進 

・環境の保全に関する施策の推進や、新たに発生した環境問題を調査・審議していくため環

境審議会を運営します。 

・環境基本計画において重点的に取り組む施策の実施や進捗状況の点検を行うため、環境パ

ートナーシップ会議運営を継続します。 

・ヤシャゲンゴロウといった絶滅危惧種等を保全していくため、フォーラムの開催や資料の

展示等、普及啓発活動を実施します。 

 

④河川の維持補修と浚渫の実施 

・河川構造物の維持補修を実施するとともに、砂防河川の浚渫を実施します。 

 

⑤今庄斎場の運営方法の転換 

・今庄斎場の維持管理に努めつつ、すべての住民が越前市斎場を使用できるように越前市と

の協議を進めるなど、今後の運営について検討を行います。 
 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

不法投棄パトロール件数 件 3 5 

看板作製（設置数） 箇所 102 130 

河川の清掃を行うボランティアの募集 

（ボランティア団体数） 
団体 11 14 
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■現状と課題 

景観に対する関心の高まり 

景観行政団体31への移行や、再生可能エネルギーの開発計画等の影響により、景観に対す

る関心は高まりつつあります。地域に即した景観計画32を策定することで、長年にわたり育

まれてきた固有の景観資源をより良いかたちで次の世代に保全・継承するとともに、地域

の景観特性との調和を図りながら未来に残すべき価値ある景観の創出・誘導を図ることが

必要です。 

 

 

 

 

  

 
31／景観行政団体：景観行政を担う主体であり、景観計画を策定することができる。県又は、県と協議し景観行政を実

施する市町が景観行政団体となる。 

32／景観計画：良好な景観の形成に関する計画であり、区域や一定の行為に対する届出・勧告の基準等を景観行政団体

が定める。建築物や工作物だけでなく、屋外広告物、公共施設、農地、森林等を一体的に位置づけることにより、

調和のとれた景観形成を図ることができる。 

第２章 

細施策 24 

 

美しいふるさと景観を守りつなぐまち 

美しいふるさと景観の保存と継承 

目指すまちの姿 

基本目標２ 安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策９ 自然環境との共生 
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■目標実現のために取り組むこと 

①自然風景の保全 

・本町の誇る「海、山、里」の美しいふるさとの保全に努めます。 

 

②歴史・文化的景観の保全および活用 

・今庄宿や河野北前船主通り等本町特有のまちなみを継承するとともに、これらを活かした

取組を促進します。 

 

③住民との協働による景観まちづくり 

・住民が誇りをもち、誰もが住み続けたい・訪れたいと思えるまちを創造するために、一人

一人の景観に対する意識の醸成を推進します。 

・ふるさとに対する思いと行動による地域の活力向上を促進します。 

・景観に配慮した屋外広告物の整備、集約化および景観を阻害する屋外広告物の除却に努め

ます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

景観保全・活用団体数 団体 2 3 

 

 

 

  

第
１
章 

町
民
に
優
し
い 

ま
ち
づ
く
り 

第
２
章 

安
全
安
心
し
て 

暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り 

第
３
章 

活
き
活
き
と
働
け
る 

ま
ち
づ
く
り 

第
４
章 

人
と
文
化
を
育
む 

ま
ち
づ
く
り 

第
５
章 

住
民
主
体
の 

ま
ち
づ
く
り 

第
６
章 

効
率
的
な
行
財
政
運
営 

に
よ
る
ま
ち
づ
く
り 



 

80 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

町営住宅長寿命化 

町営住宅の老朽化が進んでいるため、計画的な維持管理を行い、施設の長寿命化を図る

必要があります。 

 

町営住宅の建設 

子育て世帯や高齢者世帯、障害者世帯等の、幅広いニーズに沿った居住環境の整備を目

指す必要があります。 

 

若年層への移住・定住化促進 

需要のある立地での宅地造成や、魅力ある支援策の検討による、若年層の定住化の促進

が必要です。 

 

空き家の利活用 

空き家の状態により利活用又は除却を進め、空き家数を減らすとともに、空き家所有者

に対して空き家情報バンクの認知度を高める必要があります。 

 

遠方勤務地への通勤負担 

令和元年実施の未来に向けた「南越前町まちみらいアンケート調査」では、「家から就

労・通学先までの移動時間が 40 分以上の方」は 32％となっています。住民が遠方へ通勤・

通学する際、時間と費用の負担が大きいことが課題です。 

 

  

第２章 

細施策 25 

 

多様な世帯に合わせて快適に暮らすことができる 

住環境が整備されたまち 

住環境の整備 

目指すまちの姿 

基本目標２  安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策 10 快適な住環境づくり 
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■目標実現のために取り組むこと 

①町営住宅の改修 

・長寿命化計画に基づく住戸改修工事により居住環境を整備します。 

 

②町営住宅の建設、宅地の造成 

・地域性に応じた町営住宅の整備やニーズに沿った宅地造成を実施します。 

 

③宅地の利用促進 

・全国への情報発信により未契約分譲地の利用促進に努めます。 

 

④空き家の実態把握と活用支援 

・空き家の実態を把握するとともに、空き家の購入や改修等活用に対する支援を実施し、移

住定住の受け入れ体制を強化します。 

 

⑤空き家情報バンクの充実 

・地域の巡回による利用可能な空き家の把握や、空き家相談会による所有者への積極的な働

きかけにより、質の高い空き家の登録数を増やします。 

 

⑥遠方勤務地への通勤負担の軽減 

・通勤におけるＪＲ定期運賃（６か月）、北陸自動車道利用、電気自動車用充電設備設置に対

する補助等、遠方勤務地への通勤に伴う負担軽減促進に向けて検討します。 
 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

町営住宅の入居戸数 戸 105 126 

長寿命化改修工事の実施（改修工事棟数） 棟 5 6 

分譲宅地の利用促進（年度末における契約率） ％ 91 92 

空き家情報バンクの充実 

（年度末における空き家登録数） 
件 4 10 

20 歳以上 65 歳未満の住民における就業率 ％ 90 95 
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■現状と課題 

消雪施設の整備 

機械除雪の困難な狭小路線や住宅連坦地域での、除雪作業の省力化のため、消雪施設の

計画的な整備と水源の確保が必要です。 

 

除雪オペレーターの高齢化、後継者不足 

除雪力を向上するためには、除雪オペレーターの高齢化、後継者不足等の解決に向け、研修

等の開催が必要です。また、除雪の省力化・効率化を図ることも求められます。 

 

高齢者等の安全の確保 

住み慣れた地域で安心して生活を送るためには、軽度生活援助事業（雪下ろし、除雪）や

住宅通路除雪支援事業による屋根雪下ろしや除雪への支援が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２章 

細施策 26 

 

道路除排雪体制の充実や高齢者等への除雪支援により、 

冬期間でも雪に対する不安なく安心して過ごせるまち 

克雪対策の充実 

目指すまちの姿 

基本目標２  安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策 10 快適な住環境づくり 



 

83 

 

 

 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①無雪化計画に沿った整備 

・計画的な消雪施設整備を進め、冬期間の道路交通の確保を図ります。 

 

②除雪機械の整備 

・除雪ドーザを計画的に整備することにより、適切な除雪体制の維持に努めます。 

 

③小型除雪車の貸与 

・集落に小型除雪車を貸与し、除雪車では作業ができない狭小路線の除雪を行います。 

 

④ＧＰＳ等を用いた先進的技術の情報収集 

・ＧＰＳ33を用いた除雪作業位置管理システムや日報整理等活用し、除雪作業における省力

化・効率化を図ります。 

 

⑤高齢者等への除雪支援 

・除雪支援の継続により、高齢者等の安全の確保と安心感を与えるとともに、自立した生活

の継続を可能にします。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

除雪路線の延長 ｍ 208,159 209,000 

無雪化計画に沿った消雪路線の整備 

（消雪路線数） 
路線 41 50 

小型除雪車の貸与（貸与台数） 台 18 22 

除雪路線の延長 ｍ 208,159 209,000 

 

  

 
33／ＧＰＳ：グローバル・ポジショニング・システムの略語で、地球上の現在位置を、人工衛星からの電波で測り知る

装置 
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■現状と課題 

住民利用バス利用者数の減少 

住民ニーズと地域の実情に合わせたダイヤの改正や新規路線の開設、広報による利用の

呼びかけを行うなどの対策を講じていますが、利用者数は減少傾向が続いています。 

高齢者等、交通弱者の生活における利便性を確保するとともに、地域で生き生きと活躍

できる社会を持続させるため、住民利用バスが担う役割は益々大きくなっています。 

 

王子保河野海岸線の維持 

王子保河野海岸線は、福井鉄道株式会社が運営する糠集落と越前武生駅を結ぶ路線です。

河野地区には JR が通っていないため、従来から移動手段はバスに依存している状況であ

り、交通弱者にとって必要不可欠な路線となっています。 

利用者数の減少により困難な経営状況が続いていますが、交通弱者の移動手段を確保す

るために、官民が一体となった路線の維持が必要となっています。 

 

並行在来線の維持 

北陸新幹線敦賀開業後、現北陸本線の石川県境から敦賀駅間の経営は第三セクター34に移

管されます。町内の多くの高校生がこの並行在来線35を通学に利用しており、通勤や通院に

も欠かせない路線です。厳しい経営状況が予測されていますが、利便性の確保や運賃の維

持等、官民が一体となって維持していく必要があります。 

 

 

  

 
34／第三セクター：第一セクター（国や地方公共団体）と、第二セクター（民間企業）が共同出資して設立された事業体 

35／並行在来線：整備新幹線区間を並行する形で運行する在来線鉄道 

第２章 

細施策 27 

 

公共交通サービスが持続されるまち 

公共交通手段の充実 

目指すまちの姿 

基本目標２  安全安心して暮らせるまちづくり 

基本施策 10 快適な住環境づくり 
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■目標実現のために取り組むこと 

①住民利用バスの利用促進 

・運行実態の把握・検証・分析、アンケート等による意見の聴取、地域公共交通会議での議論

を行うことで、住民ニーズを的確にとらえた路線や時刻表の改正を行います。 

・集落ごとや希望する利用者のニーズに合わせた、見やすく分かりやすい時刻表を作成します。 

 

②王子保河野海岸線の運行継続 

・河野地区に住む交通弱者の移動手段を確保するため、路線の継続を支援します。 

・利用促進と路線の維持を図るため、生活路線バス利用促進事業補助金を継続します。 

 

③並行在来線の利用促進 

・南条駅前広場を整備し通勤通学時の車の流れを改善することで、パークアンドライド36の促

進とともに、乗降者の安全性の向上を図ります。 

・今庄駅の駅舎から下り線（福井方面）のホームに行く際に、階段を使用しないですむように改

修することで、利便性の向上と利用促進を図ります。 

 

④並行在来線の維持支援 

・並行在来線の経営安定化を支援し、運行の維持を図ります。 

 

⑤利用促進の呼びかけ 

・広報、ケーブルテレビ等、町が所有する広報手段を有効に活用した利用促進の呼びかけを

継続的に行います。 

 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

住民利用バスの年間利用者数 人 10,652 13,000 

1 日当り乗車人数（町内にある JR の駅） 人 589 620 

 

  

 
36／パークアンドライド：自宅から自家用車で最寄りの駅又はバス停まで行き、自動車を駐車させた後、バスや鉄道等

の公共交通機関を利用して、都心部の目的地に向かうシステム 
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後期基本計画 

第１章 町民に優しいまちづくり 

第２章 安全安心して暮らせるまちづくり 

第３章 活き活きと働けるまちづくり 

第４章 人と文化を育むまちづくり 

第５章 住民主体のまちづくり 

第６章 効率的な行財政運営によるまちづくり 
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■現状と課題 

鳥獣による農作物への被害 

シカやサルによる被害が増加傾向にあり、農業者の生産意欲の衰退や安定した農業経営

に支障が生じるとともに、農地の荒廃が懸念されます。また、有害鳥獣捕獲隊の高齢化及

び減少により、捕獲業務に支障が生じる可能性があります。 

 

後継者不在と労働力不足 

後継者不在等による農地の荒廃や、農業者の高齢化等により、農産物の生産力低下が懸

念されます。 

 

耕作条件不利地の遊休化や農業用施設の老朽化 

小区画や不整形等、耕作条件が悪い農地を担い手等が借り受けないケースが増加傾向に

あり、農地の遊休化が懸念されます。さらに、農業用施設の老朽化等による農業生産活動

への支障も課題となっています。 

 

 

  

第３章 

細施策 28 

 

農地を守り、誰もが活き活きと農業を営むことができるまち 

農業の振興と基盤の整備・保全 

目指すまちの姿 

基本目標３  活き活きと働けるまちづくり 

基本施策 11 農林水産業の振興 
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■目標実現のために取り組むこと 

①鳥獣害対策支援の充実 

・農業者の生産意欲の向上と農地保全のため、侵入防止柵の整備を支援します。 

・有害鳥獣捕獲隊、集落や担い手と連携し、集落での捕獲や追い払い等の活動を促進します。 

 

②後継者の育成・確保と経営安定化支援の充実 

・後継者不在の担い手等に対し、県等関係機関と連携して農業経営の継承を進めるとともに、

法人化や広域化を促進します。 

・県等関係機関と連携し、町内での新規就農の支援や集落営農の組織化および集落内での人

材育成・確保のための支援を行います。 

・農業者の経営の安定と発展、農産物の生産促進のための支援を行います。 

・新ゴミ処理施設の余剰電力を活用した園芸施設の整備について調査・研究を行います。 

・南条ＳＡ周辺地域振興施設（道の駅）整備等に伴う農産物等の販売支援を行います。 

・農業経営の効率化を図るため、農地の集積・集約化を促進します。 

 

③保全活動支援と基盤整備の実施 

・農地保全と耕作放棄地発生抑制のため、地域や担い手が実施する保全活動等に対して支援

を行います。 

・安定した農業生産活動のための基盤整備を実施します。 

・耕作条件不利地における小区画農地の圃場整備（区画整備）を推進します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

有害鳥獣による農作物への被害額 千円 8,305 4,069 

水稲を除く主要農産物（大麦、大豆、そば） 

作付面積 
ha 108.4 116.1 

農用地利用集積率 ％ 56 65 

農業の担い手数 経営体 46 48 
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■現状と課題 

森林の荒廃化 

世代交代等に伴い、森林境界が不明確となり、森林整備が減退しています。さらに、不在

地主や町外地主による森林整備に対する意欲の減退により、森林荒廃の拡大が懸念されま

す。 

 

林業従事者の減少 

木材価格の低迷により、森林経営に対する所有者の意欲が減退しています。このため、

森林地主の森林整備への意欲減退や、森林組合等の林業施業体に対する施業の減少による

経営の低迷等により、林業従事者が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３章 

細施策 29 

 

健全な森林整備により、資源豊かで環境保全に資することのできるまち 

林業の振興と森林資源の確保 

目指すまちの姿 

基本目標３  活き活きと働けるまちづくり 

基本施策 11 農林水産業の振興 



 

91 

 

 

 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①造林事業の推進 

・間伐の実施による、適切な森林管理に努めます。 

・路網整備により、木材搬出経費の軽減を図り、木材価値の向上に努めます。 

・森林境界の明確化を促進し、森林整備を進めます。 

・森林環境税を活用した里山の人工林の把握と、森林整備の意向調査を促進し、森林全体に

おける整備計画の策定を進めます。 

 

②森林組合等の林業施業体の育成 

・計画的な森林整備による、森林組合をはじめとする林業施業体の育成を推進します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

林業施業面積（年） ha 160.2 130.0 

間伐材搬出量（年） ㎥ 1,314 1,500 

作業道（路）の総延長 ㎞ 92 127 
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■現状と課題 

漁業関連施設の老朽化 

昭和 50 年代から整備されてきた漁業関連施設の老朽化に伴い、施設の長寿命化や改修が

求められています。 

 

漁業資源の減少 

近年の異常気象等により、漁獲量の増減があり、安定した漁業資源の確保に課題があり

ます。 

 

後継者の不足 

少子高齢化等の社会現況に伴い漁業後継者が減少するとともに、所得等により新規就業

者が不足しています。 

 

 

 

 

 

 

  

第３章 

細施策 30 

 

豊かな海洋資源と水産業の恩恵を感じることができるまち 

水産業の振興と漁業関連施設の整備・長寿命化 

目指すまちの姿 

基本目標３  活き活きと働けるまちづくり 

基本施策 11 農林水産業の振興 
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■目標実現のために取り組むこと 

①漁業関連施設の長寿命化 

・漁港施設を計画的に保全管理し、施設の長寿命化と機能維持に努めます。 

・海岸保全施設等の改修・整備を行います。 

 

②漁業資源の保護と増殖 

・栽培漁業37により漁業資源を増やし、安定的な漁業資源の確保に努めます。 

・大型漁礁の設置を促進します。 

 

③水産業振興および後継者の育成・確保 

・定置網漁業への支援を行います。 

・福井県の水産カレッジ38を活用し、新規就業者確保に努めます。 

・安定した漁獲量の確保等により、漁業後継者確保を促進します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

漁獲量（年） ｔ 716 1,220 

新規漁業者 人 0 5 

 

 

 

  

 
37／栽培漁業：生物を人為的な設備、環境下で育成し保護した後、自然へ戻して、漁業の促進を図るシステム 

38／水産カレッジ：福井県で漁業、養殖業に新たに就業を希望する者を対象に、地域で漁業者として生活していくため

に必要な知識の習得を目的とする研修機関 
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■現状と課題 

労働力の不足 

商工会に対する支援や、制度融資による経営強化の支援を進めていますが、人口減少に

伴う生産年齢人口の減少により、事業維持や拡大のための人材の確保が困難になりつつあ

ります。労働力不足により、事業者の安定した経営に支障が生じるとともに、町内への新

規企業の参入にも影響が出ています。 

 

後継者の不在 

経営者の高齢化や後継者不在等の理由により、事業承継が困難になるケースが増えてい

ます。これにより、廃業する店舗が増加し、買い物の場所が減少することで住民の利便性

の低下や、町のイメージ低下が懸念されます。 

 

企業の誘致 

工業振興条例39による奨励措置（用地取得助成金、工場設置促進助成金、雇用促進奨励金）

や空き工場等活用助成金等による支援を進めているものの、町外からの進出は乏しく、雇

用の場の創出が停滞している状況です。 

また、大規模な用地の確保も容易ではなく、併せて財政負担が大きくなることも課題で

はあるものの、企業活動の活性化および安定した雇用の確保に向けた措置が必要です。 

 

南条ＳＡ周辺地域振興施設（道の駅）の整備 

南条ＳＡは、北陸自動車道における県内唯一のサービスエリアであり、多くの人に立ち

寄られています。南条ＳＡを貴重な地域資源と捉え、観光振興および地域活性化の拠点と

して整備・活用していくことが必要です。 

 

 
39／工業振興条例：本町における工業者の育成と企業の立地促進を図るため必要な奨励措置を講じ、もって工業の振興

と雇用機会の拡大を図り、本町産業の発展に寄与することを目的とする条例 

第３章 

細施策 31 

 

事業者の経営が安定し、新しい事業が生まれ、働く人が活躍できるまち 

商工業の振興と雇用の促進 

目指すまちの姿 

基本目標３  活き活きと働けるまちづくり 

基本施策 12 商工業の振興 
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■目標実現のために取り組むこと 

①経営安定化支援の充実 

・町内事業者の安定した経営のため、社会経済状況に即した、必要かつ合理的な設備資金や

運転資金の融資や利子補給を実施します。 

・商工会と連携し、町内での消費喚起や人材確保のための支援を行います。 

・地域資源を活用した新商品開発等の取組に対する支援を行います。 

 

②事業承継者の育成 

・後継者不在の町内事業者等に対し、商工会と連携し相談窓口を設置します。また、関係団

体にて実施される事業承継に関するセミナーの活用を促進します。 

・事業承継に伴う新分野への参入や新規創業への支援を行います。 

 

③企業誘致の促進 

・本町への立地を確実なものとするため、企業動向の把握を行うとともに、充実した優遇措

置や立地環境の良さ等、地域の強みを積極的に発信します。 

・既存事業者への優遇措置を活用した事業拡張への働きかけを促進します。 

・工業団地造成の検討を引き続き行います。 

・国内の各自治体と連携し、民間事業者が展開している道の駅併設型のホテル事業を、南条

ＳＡ周辺地域振興施設（道の駅）への誘致に取り組みます。 

 

④南条ＳＡ周辺地域振興施設（道の駅）整備事業の推進 

・地理的条件を活かし、本町の玄関口および観光拠点として、施設利用による経済収入の確

保や地域情報の発信による地域への誘導を図ります。 

・地元の農林水産物、特産品の販売をはじめ、地域ならではの食も提供することにより、地

域の魅力を発信するとともに、地元生産者の所得向上や流通の多様化を進め、地域経済の

活性化や雇用の創出を図ります。 

・安心して利用できる良質な休憩施設を提供するとともに、正確かつ迅速な道路情報の発信

に努めます。 
 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

町内事業所数 事業所 399 399 

町内事業所従業員数 人 2,657 2,657 

企業誘致数 件 0 1 
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■現状と課題 

観光を取り巻く環境の変化 

人口減少や少子高齢化等、社会構造の変化が急速に進む中で、本町においても地域の活

力の維持・向上が喫緊の課題となっています。その対応策として、経済効果や雇用効果等

をもたらす観光への取組が非常に有効であり、観光は「地方創生の切り札」とされていま

す。 

本町においては、観光客入込数や宿泊客数の減少に対応すべく、町観光連盟による旅行

業の取得、南条観光協会の発足等新しい動きがはじまっています。さらに、北陸新幹線福

井・敦賀開業や南条ＳＡ周辺地域振興施設（道の駅）整備のほか、大阪・関西万博 2025 等

の大規模な国際イベントの開催等、誘客拡大の好機が到来します。この機を最大限に活か

し、地域が一丸となって観光に取り組み、観光客目線の情報発信や受入環境整備等を行う

必要があります。 

 

 

 

  

第３章 

細施策 32 

 

観光でこころひとつになり、活力ある地域が創造されるまち 

観光基盤の整備充実と情報発信の強化 

目指すまちの姿 

基本目標３  活き活きと働けるまちづくり 

基本施策 13 観光の振興 
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■目標実現のために取り組むこと 

①観光資源の魅力向上と観光基盤づくりの推進 

・今庄宿、河野北前船主通り、旧北陸線トンネル群等の観光資源の磨き上げや新たな観光コ

ンテンツの造成等により、旅行先として選ばれる地域になるよう魅力づくりを図るととも

に、新たな観光ルートの提案等、観光客の周遊滞在を促進します。 

・行政や観光関係事業者だけでなく、地域一体となって観光に取り組む基盤づくりを推進します。 

 

②観光資源が持つ歴史的背景等の再認識と情報発信の促進 

・一つ一つの観光資源が持つ歴史的背景や伝統・文化等、魅力あふれるストーリー（物語）に

スポットを当て、観光客の知的好奇心を刺激し、個々のブランド価値を高めます。 

・観光素材のデジタル情報化、ＳＮＳ等を活用した発信・拡散を促進することなどにより情

報の接触機会を高めるとともに、観光客一人一人のニーズに沿った情報発信を行うことで、

観光意欲度を高め、誘客を拡大します。 

 

③インバウンド対策の充実 

・国や地域ごとに求められる情報の的確な発信や外国人向けの観光コンテンツの開発、多言

語化や無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備、町内事業者における受入意識の醸成等、外国人の

心をつかむインバウンド施策の展開により、海外からの誘客を拡大します。 

 

④快適な旅行環境の整備 

・観光地のトイレ洋式化等観光インフラの整備、二次交通の利便性向上等により観光客の快

適性を高めるとともに、住民にとっても快適な暮らしにつながる持続可能な観光施策を展

開し、地域社会と観光との共生を図ります。 
 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

観光客入込数 人 572,854 780,000 

宿泊客数 人 38,487 50,400 

観光ボランティアガイド利用者数 人 15,013 18,500 

観光情報サイト閲覧者数 人 58,788 75,000 

観光情報サイト閲覧回数 回 84,500 150,000 

町主催３大イベント（そばまつり・ 

はすまつり・夏まつり）入込客数 
人 35,057 59,000 
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■現状と課題 

公共施設の円滑な管理とサービスの向上 

収益施設の効用を最大限に発揮し財政の健全化を図るため、民間委託を推進し、花はす

温泉そまやまや鉢伏山一体施設については、指定管理者との相互協力により施設の適正か

つ円滑な管理運営に努めています。 

町全体では、多くの公共施設の老朽化が進み、維持管理費用は増加の一途を辿る中、厳

しい財政状況と人口減少・高齢化による利用需要の変化に対応した最適な配置の実現が求

められています。 

限られた財源の中で、真に必要とされる公共施設のサービスを継続的に提供していくと

ともに、観光・文化・レクリエーションの振興に関する事業を実施することにより、施設利

用者へのサービスの向上と住民福祉の増進に寄与していくことが求められています。 

 

 

 

 

 

  

第３章 

細施策 33 

 

観光来訪者へのおもてなしができるまち 

公共施設管理公社の利用促進 

目指すまちの姿 

基本目標３  活き活きと働けるまちづくり 

基本施策 13 観光の振興 
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■目標実現のために取り組むこと 

①受け入れ環境の整備と充実 

・歴史・文化遺産や景観等観光拠点と連携を図りながら、食事・宿泊施設や体験プログラム

の提供等、滞在型観光に対応できる受け入れ環境の整備・充実を図ります。 

 

②誘客プロモーションの展開 

・町の魅力を強力に情報発信するため、ＡＲによる映像や紹介ビデオを制作し、個人旅行者

や教育旅行団体等をターゲットにした誘客プロモーションを展開します。 

・鉄道遺産や山登り等、観光資源の磨き上げを実施し、着地型観光商品の開発に取り組みま

す。 

 

③状況の変化に応じた適正なサービスの提供 

・施設の老朽化や人口減少、高齢化等による利用状況の変化に鑑み、施設の維持管理に関す

る中長期計画を策定します。 

・今後のサービスのあり方や施設の存続等の検討を継続し、サービスの提供の適正化を図り

ます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

７収益施設の入込数 人 152,792 160,000 
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後期基本計画 

第１章 町民に優しいまちづくり 

第２章 安全安心して暮らせるまちづくり 

第３章 活き活きと働けるまちづくり 

第４章 人と文化を育むまちづくり 

第５章 住民主体のまちづくり 

第６章 効率的な行財政運営によるまちづくり 



 

102 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

幼児教育と小学校教育の連携強化 

小学校区ごとに接続推進計画40を作成していますが、幼児教育と小学校教育の円滑な接続

を行うためには、保育教諭や保育士と小学校教諭がともに学び、知識や指導技術の向上が

必要です。 

 

家庭保育への支援 

本町では、共働き世帯の比率が県内でも高く、低年齢児から保育所等に預けることで、

乳幼児と保護者が家庭で過ごす時間が減少することにより、家庭保育の力の低下が懸念さ

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
40／接続推進計画：保育所・幼稚園が課題や知識、経験を共有し、小学校へと円滑につなげていく取組 

第４章 

細施策 34 

 

保育と教育が連携して進める取組により、 

こころ豊かな子どもたちが育つまち 

就学前の教育・保育の充実と連携の強化 

目指すまちの姿 

基本目標４  人と文化を育むまちづくり 

基本施策 14 豊かな人間性を育む教育の充実と環境の整備 



 

103 

 

 

 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①幼小接続の強化 

・幼小接続講座41について校区ごとの保育教諭や保育士、小学校教諭に対し揃っての参加を促

し、こども園や保育所等と小学校とのさらなる連携強化を図ります。 

 

②家庭保育への支援 

・子育て支援センターや保育所等に家庭教育アドバイザーを派遣し、保護者や祖父母等を対

象とした研修や支援を行います。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

保育教諭、保育士および小学校教諭の 

年間研修参加人数 
人 16 20 

家庭保育の質を高めるアドバイザーの派遣 回 4 8 

 

 

 

  

 
41／幼小接続講座：福井県内の教育関係者を対象とした、幼小接続に関する講座 
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■現状と課題 

グローバル社会への対応 

令和２年度からの小学校における外国語教育の必修化に伴い、外国語教育の充実が求め

られており、グローバル社会に対応するための国際感覚やコミュニケーション能力を身に

付けることが必要です。 

 

不登校や気になる児童生徒への支援 

不登校や支援・配慮を必要とする児童生徒の増加がみられるため、学校への復帰や学校

生活におけるサポートが必要です。 

 

キャリア教育の推進 

学校におけるキャリア教育42は、座学中心の学習が多いため、それに加えて職場体験活動

を行うことも大切です。 

 

 

 

  

 
42／キャリア教育：一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、自ら

の役割の価値等を見いだしていく積み重ねの発達を促す教育 

第４章 

細施策 35 

 

児童生徒が心身ともに健全で、自ら学び考え行動する力を育むまち 

「生きる力」を育む学校教育の充実 

目指すまちの姿 

基本目標４  人と文化を育むまちづくり 

基本施策 14 豊かな人間性を育む教育の充実と環境の整備 
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■目標実現のために取り組むこと 

①外国語教育の充実 

・生の外国語に触れる機会を提供するため、外国人の外国語指導助手を配置します。 

・外国語指導助手を有効活用するための教員研修を実施します。 

 

②不登校や気になる児童生徒への支援の充実 

・教育相談員や支援員（特別支援教育支援員・学習生活支援員）を配置するとともに、不登校

対策として適応指導教室43つばさでの指導を行います。 

 

③職場体験事業の実施 

・将来における職業観を養うことを目的として、町内事業所における職場体験活動『キャリ

アチャレンジ１４』を実施します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

小学校外国語教育の講師 人 2 2 

外国語教育研修の実施回数 回 0 2 

長期欠席者の割合 ％ 1.09 0.33 

キャリアチャレンジ１４で「充実して仕事を

終えた」と感じる生徒の割合 
％ 77.3 80.0 

 

 

 

  

 
43／適応指導教室：不登校児童生徒の集団生活への適応、情緒の安定、基礎学力の補充、基本的生活習慣の改善等のた

めの相談・適応指導を行うことにより、その学校復帰を支援し、もって不登校児童生徒の社会的自立を支援する施

設 
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■現状と課題 

ＩＣＴ環境の整備 

ＩＣＴ44機器の経年劣化やＯＳサポート期間の終了等により、機器の新規導入や更新が必

要になるとともに、情報セキュリティの強靭化に向けたＩＣＴ環境の整備が求められます。 

 

多様化する登下校時の対策 

スクールバスの安全な運行、通学路の危険箇所に対する関係機関への改善要請、ボラン

ティアによる登下校時の見守り活動等を実施していますが、近年、獣害対策や不審者対策

に加え、児童生徒数の減少により通学班の人数を確保できない集落があるなど、考慮すべ

き事柄が多様化しています。 

 

学校の適正な配置と管理運営 

学校の適正な配置と管理運営を行うため、小中学校再編方針の策定を進めています。 

 

学校設備の整備 

近年の異常気象を踏まえて、平成 30 年４月に学校環境衛生基準45が改正され、教室等の

適正温度は 17 度以上 28 度以下が望ましいとされるようになりました。そのため、空調設

備の設置の促進が求められます。また、体育館の照明に使用されている水銀灯についても

製造終了となるため、ＬＥＤへの更新が必要です。 

 

 

  

 
44／ＩＣＴ：情報通信技術の略語であり、情報処理や通信に関する技術を総合的に指す用語 

45／学校環境衛生基準：学校における児童生徒等および職員の健康の保持増進を図るため、学校における保健管理に関

し必要な事項を定めるとともに、学校における教育活動が安全な環境において実施され、児童生徒等の安全の確保

が図られるよう、学校における安全管理に関し必要な事項を定めた基準 

第４章 

細施策 36 

 

安全安心で、児童生徒が快適に学ぶことができるまち 

安全な教育環境の整備 

目指すまちの姿 

基本目標４  人と文化を育むまちづくり 

基本施策 14 豊かな人間性を育む教育の充実と環境の整備 
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■目標実現のために取り組むこと 

①ＩＣＴ化の推進 

・学校教育関係法令や文部科学省の整備方針に基づき、計画的に整備を進めます。 

・機器の整備後においても、更新は随時実施します。 

・情報セキュリティの強靭化を促進し、より強固なＩＣＴ環境の構築を進めます。 

 

②登下校時の安全確保 

・スクールバスの運行範囲は、地域の実情等を考慮した上で、家庭・地域・学校協議会等の場

において検討します。 

・登下校時の見守りについては、ボランティアによる活動の継続を働きかけます。 

 

③学校の適正な配置と管理運営の推進 

・小中学校再編の方針に基づき事業を推進します。 

 

④学校設備の整備の促進 

・すべての教室で適正温度が維持できるよう、空調設備の設置を促進します。 

・体育館照明機器のＬＥＤへの更新を進めます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

学習者用可動式ＰＣの整備割合 ％ 0.0 33.3 

安全推進会議の開催回数 回 0 1 

教室の空調設備の設置割合 ％ 61.2 100.0 
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■現状と課題 

家庭教育講座の開催 

こども園、保育所および小学校の各施設において、家庭教育に必要な子どもとの遊び方

や接し方等を学ぶ家庭教育講座を年１回開催し、保護者等に家庭教育の大切さを周知して

います。 

 

保護者間・世代間交流の実施 

こども園や保育所、小学校で行われる行事や児童館で行う放課後子ども教室を通じて、

保護者間・世代間交流をそれぞれ実施しています。 

 

補導委員活動の再構築 

補導委員の資質向上のため、年１回視察研修を実施していますが、委員の参加が少ない状

況です。また、巡回による補導実績はありませんが、活動回数を増やしながら活動内容の充実が

大切です。 

 

学校ボランティア登録者数の維持 

各学校においてボランティア登録の周知を行い、登録者による読み聞かせ等の活動を行

っていますが、児童数の減少とともにボランティアも集まりにくくなっています。 

 

 

  

第４章 

細施策 37 

 

学校・家庭・地域の連携プレーにより、 

子どもたちへの教育が行き届くまち 

地域・家庭教育の推進 

目指すまちの姿 

基本目標４  人と文化を育むまちづくり 

基本施策 14 豊かな人間性を育む教育の充実と環境の整備 
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■目標実現のために取り組むこと 

①家庭教育講座の充実 

・家庭教育講座を定期的に開催し、保護者同士の交流や親子での研修回数と参加者を増やす

ことで家庭教育の促進を図ります。 

 

②保護者同士の学び合いの場の提供 

・こども園や保育所、小学校で行う行事や児童館で行う放課後子ども教室等を通じて、保護

者間・世代間交流の場を提供します。 

 

③補導委員の資質向上と巡回補導活動の充実 

・研修の必要性を周知するとともに、参加しやすい研修内容を構築することにより、研修参

加者の増加を図ります。 

・補導委員による夜間も含めた巡回補導活動を実施しています。 

 

④学校ボランティア活動の充実 

・児童数は減少していますが、ボランティア数の維持を目標とし、活動の充実を図ります。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

家庭教育講座の開催回数 回 7 8 

児童館等における世代間交流の回数 回 12 15 

補導委員の知識向上（講習会開催数） 回 1 3 

補導委員に不良行為で指導された青少年の数 人 0 0 

学校ボランティアの登録者数 人 43 45 
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■現状と課題 

支援体制の構築 

特別な支援や配慮を必要とする児童生徒に対する支援を充実させるためには、保護者を

はじめ関係機関や担任の先生等との連携により個々の支援計画を作成することが大切です。 

 

就学時の円滑な移行支援 

こども園や保育所等から小学校へ、小学校から中学校への進学時において、移行支援会

議46 は実施されていますが、個別の教育支援計画・指導計画「子育てファイルふくいっ子

47」を活用した移行支援を積極的に進める必要があります。 

 

 

 

  

 
46／移行支援会議：入学前の２月～３月に行われている幼保・小、小・中間の支援の引継ぎ 

47／子育てファイルふくいっ子：子どもの状態を分かりやすく目にみえる形にすることにより、子どもの傾向や対応を

確認するためのファイル。特殊な知識や専門性を必要とせず、客観的な把握が可能で、赤ちゃんから成人まで時間

的変化の確認も可能  

第４章 

細施策 38 

 

障害のある子どもたちが適切な教育支援を受けられるまち 

個々のニーズに応じた教育の充実 

目指すまちの姿 

基本目標４  人と文化を育むまちづくり 

基本施策 14 豊かな人間性を育む教育の充実と環境の整備 
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■目標実現のために取り組むこと 

①特別支援教育の周知啓発 

・インクルーシブ教育48の充実のため、障害のある児童生徒への支援についての周知啓発を促

進します。 

 

②円滑な移行支援の実施 

・「子育てファイルふくいっ子」を活用した円滑な移行支援を推進します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

個別の支援計画・指導計画の作成割合 ％ 68.8 100.0 

 

 

 

  

 
48／インクルーシブ教育：人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的および身体的な能力を最大限に発達させ、自

由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、障害者と障害のない人が共に学ぶ仕組み 
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■現状と課題 

地域人材を活用したふるさと教育の実施 

教育活動サポート人材バンク制度を活用し、地域人材を活かしてふるさと南越前町を学

ぶ学習に取り組んでいますが、登録、活動している人材が限られているため、学習の幅が

広がりにくくなっています。また、各学校において、合併前の旧町村ごとの伝統的な食文

化や郷土芸能に関する体験学習は行っていますが、さらに町全体についての体験学習にも

取り組み、ふるさと南越前町の魅力を知ることも大切です。 

 

グローバルな視野を持った人材の育成 

中学校において、地域課題を発見・解決する学習を行っていますが、さらに国際感覚や

コミュニケーション能力を養うための体験学習を行い、国際社会からみたふるさと南越前

町のすばらしさを学ぶことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

  

第４章 

細施策 39 

 

子どもたちがふるさとへの愛着を持ち、 

自ら学び、自ら考え、自ら行動するまち 

ふるさと教育の推進 

目指すまちの姿 

基本目標４  人と文化を育むまちづくり 

基本施策 14 豊かな人間性を育む教育の充実と環境の整備 
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■目標実現のために取り組むこと 

①ふるさと教育のさらなる充実 

・教育活動サポート人材バンクの登録人材の充実および積極的な活用を図ります。 

・人材バンクの講師や地域の方を招き、伝統文化に関する体験学習の一層の充実を図ります。 

・各地区の歴史や文化の体験や部活動間の交流等、南越前町全体で子どもたちが交流する場

の提供を進めるとともに、異年齢交流や世代間交流に至る支援も推進します。 

・ふるさと南越前町での暮らしや食について考える機会を提供します。 

・小学校でふるさと南越前町を学ぶための副読本「わたしたちの南越前町」の見直しを行い

ます。 

 

②グローバルな人材の育成 

・国際感覚やコミュニケーション能力を養い、広い視野を持ってふるさと南越前町を考える

人材を育てるために、友好交流協定を締結している台湾・台南市白河区との交流を実施し

ます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

人材バンク派遣回数 回 67 80 

学校間の交流回数 回 24 26 

子どもとお年寄りの交流回数 回 12 15 

友好交流協定締結都市との中学生同士の 

交流回数 
回 0 隔年に 1 回実施 
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■現状と課題 

図書館の利用促進 

平成 30 年度に図書館システムを更新し、システムを介したスムーズな資料や情報の提供

を行っています。住民の知的好奇心や読書意欲に応える選書、必要とする文献や参考図書

の照会や検索対応の充実、移動図書館の実施等により、さらなる利用促進を図ることが必

要です。 

 

子どもの読書活動の推進 

近年は、若い世代の読書離れが懸念されており、子どものうちから読書に親しむ習慣を

つくることが重要です。図書館司書による読み聞かせや、ブックスタート49等の取組を通し

て、子どもの読書活動を推進していくことが必要です。 

 

郷土に関する資料の収集 

町の財政状況の厳しさから、地域の公共図書館が率先して収集すべき地域資料が十分に

購入できていない状況にあり、貴重な資料の散逸が懸念されます。地域における情報・文

化拠点として、継続して積極的・網羅的な地域資料の収集、整理、保存、提供に努めること

が必要です。 

 

生涯学習講座の内容について 

生涯学習講座の参加者は、60 歳以上が大半を占めており、若年層・生産年齢層の参加が

少ない現状で、講座内容に工夫を凝らす必要があります。 

 

公民館の利活用 

公民館は、住民相互の親睦や生きがいづくりに大きな役割を果たしています。今後は、

公民館を拠点に住民が主体的に地域に参画することにより、地域住民の多様なニーズに沿

った活用を進めることが求められます。 

 
49／ブックスタート：乳児健診時に絵本を配本することにより、赤ちゃんの時から本に接してもらうことで、言葉と心

を育てようとする活動 

第４章 

細施策 40 

 

住民みんなが積極的に学習意欲を持ち、より豊かな人生を求めるまち 

生涯学習環境の充実 

目指すまちの姿 

基本目標４  人と文化を育むまちづくり 

基本施策 15 生涯にわたる学習社会の充実 
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■目標実現のために取り組むこと 

①図書館システム更新 

・令和５年度に図書館システムを更新し、効率的・効果的な図書館サービスの提供を継続し

ます。 

 

②ブックスタート事業 

・子どもの読書を習慣づけるため、乳幼児の頃から本に親しむブックスタート事業を実施し

ます。 

 

③地域資料の収集 

・地域に関わる貴重な資料を継承していくために、地域資料の積極的・網羅的な収集に努め

ます。 

 

④誰もが参加したくなるような生涯学習講座の選定 

・社会教育委員等、幅広い意見を集約し、誰もが参加したくなるような講座を選定するとと

もに、若年層や生産年齢層が講座に参加しやすい日時や内容を設定します。 

 

⑤公民館の利活用と施設整備の基本的な計画の策定 

・運営管理も含めた公民館のあり方を検討し、それに基づき整備の基本的な計画を策定します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

人口一人あたりの年間貸出冊数 冊 4.3 4.9 

図書館の利用促進（年間来館者数：三館合計） 人 20,776 24,500 

子どもの読書活動の推進 

（移動図書館の年間実施回数） 
回 135 135 

子どもの読書活動の推進 

（読み聞かせ・おはなし会の年間実施回数） 
回 19 20 

生涯学習講座の生産年齢層の参加率 ％ 12.0 30.0 
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■現状と課題 

生涯スポーツの推進 

地域における自主的なスポーツ活動の展開として、スポーツ競技団体やスポーツ少年団、

老人クラブ等が多種多様なスポーツ活動を行っています。また、町スポーツ協会やスポー

ツ推進委員等との連携により、各種スポーツ大会や教室を開催しています。 

 

競技スポーツの推進 

誰もがスポーツに親しめる環境を構築するため、競技スポーツの育成を進めるとともに、

県や町のスポーツ協会主催のリーダー講習会や実技研修会等に参画し、指導者や審判員の

育成に取り組んでいます。 

 

体育施設の整備 

地域の要望に応じた競技用具の購入、老朽化した競技用具の更新等を計画的に進めるこ

とで、地域におけるスポーツ活動を促進します。また、既存の体育施設には老朽化が進ん

でいる施設もあり、適正に維持管理を行うことが必要です。 

 

 

  

第４章 

細施策 41 

 

住民の誰もがそれぞれの体力や年齢、技術、興味、目的に応じて、 

いつでもどこでもスポーツを楽しめるまち 

生涯スポーツの振興 

目指すまちの姿 

基本目標４  人と文化を育むまちづくり 

基本施策 15 生涯にわたる学習社会の充実 
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■目標実現のために取り組むこと 

①ニュースポーツの促進 

・子どもから高齢者まで楽しめるニュースポーツ50の大会や講習会を開催することにより、身

体を動かす機会を提供します。 

 

②競技スポーツの支援・育成 

・スポーツ協会やスポーツ少年団をはじめとした関係団体を支援し、選手・指導者の育成に

努めます。 

 

③体育施設の維持管理 

・地域におけるスポーツ活動の場を確保するため、体育施設の維持管理を適切に行い、住民

が気軽に運動できる環境づくりを進めます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

ニュースポーツ講習会の参加者数 人 219 350 

町内小学校児童数に対する 

スポーツ少年団加入者の割合 
％ 38 41 

花はす早朝マラソンの参加申込者数 人 2,985 3,000 

町民スポーツ祭の参加者数 人 375 360 

 

 

 

  

 
50／ニュースポーツ：グラウンドゴルフ、インディアカ、スティックリング等、新しいスポーツ種目の総称で、体力、

技術、性別、年齢に左右されず、誰もができるスポーツ 
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■現状と課題 

文化財保存の担い手不足 

地域固有の優れた歴史・伝統文化を文化財として指定するとともに、保存継承活動を担

う団体等の支援をしています。しかし、人口減少により文化財保存の担い手が不足しつつ

あり、保存継承活動の弱体化が懸念されます。 

 

歴史の道・史跡・文化的景観の保存と活用 

本町は古くから交通の要所であったことから、北陸道や馬借街道といった歴史の道や数

多くの城跡が残っており、木ノ芽峠や湯尾峠、馬借街道、杣山城跡等の整備を行っていま

す。また、越前海岸の水仙畑等、優れた文化的景観の保存と活用に努めています。 

 

歴史的建造物の保存と活用 

街道の宿場町として発展した今庄宿や板取宿、北前船の海運業に従事した河野浦の船主

集落に残る歴史建造物の保存・活用を図っています。今庄宿では、伝統的建造物群保存対

策調査、歴史資料調査を、国重要文化財の指定を受けた中村家住宅では、保存修理に関す

る事業、歴史資料調査をそれぞれ実施しています。 

板取宿に残る４棟の茅葺き民家と木ノ芽峠前川家については、屋根の差し茅等部分的な

修復を繰り返してきましたが、整備後 20 年以上が経過していることから老朽化が進んでい

ます。入居者の生活にも支障をきたすおそれがあるため、屋根全面の葺き替え等本格的な

修繕が必要です。歴史的建造物の老朽化により、保存・活用が十分に図られないまま取り

壊され、地域の歴史文化資源が失われることも懸念されます。 

 

 

  

第４章 

細施策 42 

 

歴史・文化や景観を守り育て、活動・イベント等により活用し、 

身近に感じることができるまち 

歴史・伝統文化の保存と継承 

目指すまちの姿 

基本目標４  人と文化を育むまちづくり 

基本施策 16 歴史文化の継承と芸術文化の振興 
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■目標実現のために取り組むこと 

①文化財ネットワークの構築 

・文化財を中心としたネットワーク構築のため、文化財保存継承団体や個人に対して、文化

財サポーターへの登録の呼びかけや交流活動を進め、文化財保護思想の普及を図ります。 

 

②歴史の道・史跡・文化的景観の整備・活用の推進 

・国指定史跡杣山城跡では、地域の歴史遺産の中核として適切な保存と効果的な整備・活用

を図ります。 

・城主の居館跡や山頂の山城跡においては、遺構の復原整備や解説板の設置等の整備を行い

ます。 

・越前海岸の水仙畑と農村景観については、重要文化的景観の選定後に、関係部局とも連携

して水仙栽培の継承や獣害対策に取り組みます。 

 

③歴史的建造物の保存・活用の推進 

・歴史的建造物を地域の歴史文化資源として次世代に継承していくため、歴史的建造物の保

存・活用を推進します。 

・今庄宿では、重要伝統的建造物群保存地区51選定後に、修理・修景事業を実施し、地区全体に

対し一体的な保存・整備を行います。 

・中村家住宅では、保存修理工事とともに保存活用計画を策定し、公開活用に向けた整備を

行い、北前船主の館右近家とともに歴史文化資源の面的・一体的整備を実施します。 

・板取宿および木ノ芽峠一帯については、保存管理方針を検討し、茅葺き民家の適切な保存

と活用とともに旧街道沿いの景観や歴史文化資源の維持に努めます。 
 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

杣山城跡の来訪者数 人 86 200 

今庄宿（重伝建地区への）来訪者数 人 22,172 30,000 

中村家（公開）入館者数 人 1,116 16,000 

文化財サポーターの登録者数 人 20 85 

 
51／重要伝統的建造物群保存地区：城下町、宿場町、門前町等、全国各地に残る歴史的な集落・街並みで、特に価値が

高いものとして国が選定した地区 
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■現状と課題 

文化会館の運営維持 

南条文化会館は、町内外の各種団体の発表会や研修会のほか、町外の中学校や高校の吹

奏楽部による強化練習での長期利用等、文化芸術の拠点施設としての役割を担っています。 

一方、施設および設備の老朽化に伴い、大規模修繕や大規模改修が想定されるため、施設

利用への影響が懸念されます。 

 

自主事業公演の設定 

住民の文化芸術に対する関心を高めるために、小さい子どもから老若男女が楽しめるさ

まざまなジャンルの公演を実施しています。しかしながら、集客にムラがあるため、住民

や観客のニーズに沿った演目の設定が必要です。 

 

文化芸術活動の推進 

文化協議会52では、主体的な文化芸術活動を行っていますが、会員の高齢化による脱会・

新規会員の加入減等により会員数が減少しているとともに、既存サークルの休会・退会に

よりサークル数も減少しているため、活動の衰退が懸念されます。 

 

 

 

  

 
52／文化協議会：町の文化活動の拡がりを目的とした協議会 

第４章 

細施策 43 

 

住民みんなが、心身ともに豊かな芸術文化にふれあえるまち 

芸術・文化の振興 

目指すまちの姿 

基本目標４  人と文化を育むまちづくり 

基本施策 16 歴史文化の継承と芸術文化の振興 
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■目標実現のために取り組むこと 

①文化会館の延命対策と利用促進 

・計画的な修繕の実施と維持管理に努め、施設の延命化を図ります。 

・文化芸術の拠点施設として、町内外の利用者に対しさらなる利用促進を図ります。 

 

②自主事業公演の実施 

・観客のニーズに沿い、魅力ある文化芸術作品の自主事業公演を実施します。 

 

③文化協議会の活動支援 

・文化協議会の啓発活動を推進します。 

・既存会員による新規会員の勧誘を行います。 

・生産年齢層の加入が見込めるようなサークルの創設を促進します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

文化会館大ホール・ロビー展示等の 

延べ利用日数 
日 110 114 

自主事業公演集客率 

（総客席数に対する入場者数割合） 
％ 72 80 

文化協議会加盟団体数 団体 53 53 
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後期基本計画 

第１章 町民に優しいまちづくり 

第２章 安全安心して暮らせるまちづくり 

第３章 活き活きと働けるまちづくり 

第４章 人と文化を育むまちづくり 

第５章 住民主体のまちづくり 

第６章 効率的な行財政運営によるまちづくり 
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■現状と課題 

住民の意見・意向の把握 

町の政策立案過程において、さまざまな地域、年代、立場の人から意見を求め、把握する

取組が不足しています。特に、子育て世代、若年層の意見を聞く機会が少ない現状です。 

 

ＮＰＯ・ボランティア活動団体の維持 

少子高齢化により、ＮＰＯ53・ボランティア活動の縮小が懸念されます。 

 

住民主体のまちづくりの促進 

高齢化集落の増加に伴い、集落の小規模化が進行することで、耕作放棄地の増加や森林

の荒廃、空き家の増加等が問題になるなど、地域コミュニティの環境は厳しい状況にあり

ます。そのため、これまでの「行政主導」から「住民主体」の地域づくりを促進させる必要

があります。集落内の課題に対して住民自らが立ち上がり行動を起こせるよう、地域住民

の意識の喚起が必要であるとともに、各地域において活動する人づくりや次世代のリーダ

ーとなる人材の育成が求められます。 

 

小規模・高齢化集落の増加 

若者の流出や高齢者だけの世帯の集落が増加する中、担い手の不足により集落活動は、

困難な状況となり、集落機能の低下も著しく、将来に大きな不安をもたらしています。 

 

中高生が交流できる場の形成 

小中学校でのふるさと学習により郷土愛が育まれていますが、町内に高校がないため、

中学校を卒業後は、町内を離れ通学します。町内での交流の場がないことから、ふるさと

から目が離れていく現状です。 

 
53／ＮＰＯ：特定非営利活動の略語で、さまざまな社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を分配することを

目的としない団体の総称 

第５章 

細施策 44 

 

住民と行政が協働して地域課題の解決に取り組むまち 

住民参加システムの構築 

目指すまちの姿 

基本目標５  住民主体のまちづくり 

基本施策 17 住民と行政の協働によるまちづくり 
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■目標実現のために取り組むこと 

①積極的な住民の意見・意向の把握 

・審議会等の委員選定の際に、積極的に公募枠を設けます。 

・対象や目的を絞ったアンケートや意見交換会等を行い、広い範囲からの意見や意向の把握

を行います。 

 

②ＮＰＯ・ボランティア活動団体の促進 

・表彰制度を活用し、団体に対する活動意欲の向上を図ります。 

 

③次世代の集落の担い手を育成する講座の開催 

・集落の課題解決や活性化の手法について学ぶ講座を開催し、自発的にまちづくりに関わる

ことのできる人材の育成を目指します。 

 

④自治会（集落）機能の維持 

・地域で生き生きと暮らすため、地域住民の意欲喚起と住民主体の活動が継続して実施でき

るよう、集落と行政が対話や連携を進めながら、これからも住み続けたいと実感できる活

力のある自治会（集落）機能の維持、存続を図ります。 

 

⑤若者が主役の場を形成 

・町内の中高生等の若者が集える場を形成することにより、自分たちが生活している町につ

いて考え、自分ごととしてまちづくりに参加できる仕組み等を検討します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

アンケートや意見交換会等の回数 回 0 5 

活動団体に対する表彰 回 0 5（累計） 

次世代の集落の担い手を育成する講座の 

受講者数 
人 0 100（累計） 

自治会（集落）数 集落 74 74 

同世代の交流の場に参加している割合 ％ 16.7 20.0 
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■現状と課題 

広報内容の充実 

年３回～４回の特集記事を企画するとともに、カラー紙面を増やすことにより、魅力あ

る広報紙づくりを行っています。親しみやすい連載を企画することで愛読者を増やしてい

ますが、今後は、さらに必要な情報を的確に分かりやすく、適時に発信していくことが必

要です。 

 

ＳＮＳによる情報発信 

町公式ホームページは平成 25 年に再構築してから、平成 28 年に公式フェイスブックを

開設し、発信媒体の多様化を図りました。しかし、積極的な情報発信にばらつきがみられ

ます。 

 

自主放送番組の充実 

CATV 自主放送「南えちぜんチャンネル」では、行政情報の告知だけでなく、町の身近な

話題や行事、保育施設や小中学校の活動風景を週替わりで放送するとともに、大きなイベ

ント等は時間を拡大した特別番組として放送しています。また、「レッツ！マイビデオ」の

コーナーでは「ふるさと特派員（一般住民）」が制作した投稿番組を放送するなど、他の自

治体にはないような、身近な町の情報の発信を行っています。 

住民からは一定の評価や親しみを持って視聴していただいていますが、制作する番組の

固定化やふるさと特派員からの投稿数が減少傾向にあること、放送機器の老朽化等が課題

となっています。 

  

第５章 

細施策 45 

 

効果的に情報が発信され、住民理解と協働が得られるまち 

行政情報の積極的な発信 

目指すまちの姿 

基本目標５  住民主体のまちづくり 

基本施策 17 住民と行政の協働によるまちづくり 
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■目標実現のために取り組むこと 

①広報意識の向上 

・戦略的な情報発信を図るため、広報委員の意識向上に努めます。 

 

②ＳＮＳによる効果的な情報発信 

・利用しやすい魅力的なホームページにリニューアルすることによって、住民理解を促進す

る効果的な広報に取り組みます。 

 

③住民との距離が身近な自主放送 

・文字放送による行政情報の発信に加え、職員が出演して短時間でわかりやすく情報発信する

番組を制作するなど、新規の番組を企画し、情報発信力の向上を図ります。 

・ふるさと特派員のモチベーションアップを図り投稿本数を確保するため、活動に尽力され

た特派員の表彰を行います。また、事前打ち合わせや研修会等を通して、特派員のスキル

アップを図ります。 

・計画的な機器の更新・メンテナンスにより安定した放送の継続を図ります。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

特集記事の掲載回数 回 3 4 

ＨＰアクセス件数 件 60,256 62,000 

年間自主放送番組数 番組 168 180 
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■現状と課題 

多様な場面での人権教育の必要性 

人権問題についての理解を深めるため、家庭・学校・地域社会等との連携を強めるとと

もに、多様な場や機会を通じて人権教育を進めることが必要です。 

 

人権に関する啓発 

人権問題に対する理解と関心を深めるため、啓発活動を強化することが必要です。 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①幼児期における人権教育の推進 

・保育所等において、紙芝居やお絵描き教室等の交流の機会を設けることにより、人権の大

切さを学んでもらい、幼児期における人権教育を促進します。 

 

②学校教育における人権教育の推進 

・小中学校において、人権ポスターや作文に取り組む機会を設けることにより、自分自身を

見つめ直し、人権を大切にする心を醸成します。 

 

③人権啓発活動の推進 

・まちづくり大会、今庄そばまつり、河野梅まつりや産業物産フェア等のイベントに合わせ

て啓発物を配布し、啓発活動に取り組みます。 
 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

啓発活動の回数 回 3 4 

第５章 

細施策 46 

 

子ども、女性、高齢者、障害のある人、 

外国人等すべての人の人権が尊重されるまち 

人権を尊重する教育、啓発の推進 

目指すまちの姿 

基本目標５  住民主体のまちづくり 

基本施策 18 共に活躍できる人づくり、まちづくり 
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■現状と課題 

女性の社会参画の推進 

行政委員会等の委員において、男女比 40％が確保されている委員会は約 20％であり、地

域をみても、区長をはじめとした各種団体においては依然として男性中心に組織されてお

り、政策や方針決定に女性の意見が反映されにくい現状です。 

 

男女共同参画意識の浸透 

若い世代では男女共同参画意識が浸透しつつあり、家事・育児についてもともに助け合

うことが増えてきていますが、年齢の高い世代ほど固定的役割分担の意識が根強く、意識

改革のハードルが高いことが課題です。 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①南越前町男女共同参画計画の推進 

・男女共同参画計画に基づく各種事業を実施するとともに、女性の社会参画推進に向けた取

組を進めます。 

 

②男女共同参画意識の向上 

・各種啓発活動、講演会や次世代育成セミナー等を開催し、若い世代を含めた幅広い世代で

男女共同参画意識の向上を図り、さらなる男女共同参画の推進に努めます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

行政委員会構成率（総数における男女比 40％） ％ 21 30 

第５章 

細施策 47 

 

男女が共に助け合い、地域・職場・学校で 

性別にとらわれず活躍できるまち 

男女共同参画の推進 

目指すまちの姿 

基本目標５  住民主体のまちづくり 

基本施策 18 共に活躍できる人づくり、まちづくり 

第
１
章 

町
民
に
優
し
い 

ま
ち
づ
く
り 

第
２
章 

安
全
安
心
し
て 

暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り 

第
３
章 

活
き
活
き
と
働
け
る 

ま
ち
づ
く
り 

第
４
章 

人
と
文
化
を
育
む 

ま
ち
づ
く
り 

第
５
章 

住
民
主
体
の 

ま
ち
づ
く
り 

第
６
章 

効
率
的
な
行
財
政
運
営 

に
よ
る
ま
ち
づ
く
り 



 

130 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

社会教育団体の育成と活動の支援 

少子化やライフスタイルの多様化に伴い、各社会教育団体54の会員数は減少しています。

今後は、各社会教育団体が自主的に活動しやすいように支援を継続するとともに、新たな

支援体制、組織活性化の方法を模索していく必要があります。 

 

青年団体組織の設立 

青年の集まりやつながりは地域力の源であるという認識のもと、青年期での出会いやふ

れあいはもとより、仲間と協力し、議論をする場として青年団体組織が立ち上がるように

支援していますが、町域での組織化には至っていません。 

 

 

 

  

 
54／社会教育団体：社会教育に関する事業を主たる目的とする団体 

第５章 

細施策 48 

 

老若男女が世代を超えて地域ぐるみでまちづくりを担うまち 

社会教育の推進 

目指すまちの姿 

基本目標５  住民主体のまちづくり 

基本施策 18 共に活躍できる人づくり、まちづくり 
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■目標実現のために取り組むこと 

①社会教育団体への助成 

・子ども会、壮年会、女性団体等、社会教育団体の自主活動を支援することにより、団体活動

の継続・拡充に努めます。 

 

②交流の場・機会の創出による青年団体組織の設立 

・青年が交流できる場の提供を行い、青年団体組織が立ち上がるよう支援します。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

社会教育団体数 団体 3 4 
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■現状と課題 

転入の促進 

移住相談窓口の設置、オンライン移住相談、移住ホームページの開設等、移住希望者が

情報を把握しやすい環境の整備に取り組んでいます。しかし、つながりのない地域への移

住はハードルが高く、相談件数が少ない現状です。また、移住検討段階から移住に至るま

でには時間を要することから、継続的な取組が重要です。 

 

活躍できる場の形成 

日本全体が人口減少の局面を迎えていることから、転入促進のみでは移住者の奪い合い

となり、本町だけが移住者を増やすことは困難です。住み続けたい、住んでみたいと思え

るよう、豊かな人とのつながりやチャレンジしやすい場の形成等、総合的・戦略的な取組

が必要です。 

 

地域への多様な関わり方の顕在化 

働き方・暮らし方の多様化が進んでおり、町外に暮らしながらも町に関わる人（関係人

口）や関心を寄せる人が増加しています。社会動向を踏まえながら、町に関わる人の裾野

を広げることにより、地域内外の多彩な交流を促進し、地域の課題解決や魅力向上に結び

つけていくことが必要です。 

 

 

 

  

第５章 

細施策 49 

 

多彩な人が集まり、活躍できるまち 

交流・移住の促進 

目指すまちの姿 

基本目標５  住民主体のまちづくり 

基本施策 18 共に活躍できる人づくり、まちづくり 
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■目標実現のために取り組むこと 

①新たな暮らしの促進 

・本町の多様な魅力を発信するとともに、移住希望者に対する相談・受入態勢の充実に取り

組みます。 

・地域外の若者を積極的に誘致し、地域への定着を図る地域おこし協力隊活動を支援します。 

 

②地域内交流の促進 

・若い世代を含め、住み続けたい、住んでみたいと思えるまちとなるよう、多彩な人が活躍

できる場の形成支援等を検討します。 

・中長期滞在者から移住希望者までの幅広い層の多様なニーズに対し、仕事を含めた暮らし

を総合的に支援できるよう、関係団体との連携により地域産業等の情報を収集・整理し、

マッチングを促進します。また、求人情報等仕事にかかる情報の可視化についても検討し

ます。 

 

③都市・地域間交流の促進 

・より深く、継続的に地域に関わる関係人口を受け入れる枠組みとして、中長期・反復型の

滞在を推進します。 

・大学との連携を図ることにより、知的・人的交流を継続し、地域の活性化につなげます。 

・民間事業者等と包括的な連携を図ることにより、ノウハウを活用した地域の活性化につな

げます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

年度ごとの町外からの移住者 

※移住定住施策による移住者 
人 3 10 

定住・移住・交流の促進の満足度 ％ 25（令和元年） 35 
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後期基本計画 

第１章 町民に優しいまちづくり 

第２章 安全安心して暮らせるまちづくり 

第３章 活き活きと働けるまちづくり 

第４章 人と文化を育むまちづくり 

第５章 住民主体のまちづくり 

第６章 効率的な行財政運営によるまちづくり 
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■現状と課題 

行政ニーズの多様化・高度化 

目まぐるしく変化する社会情勢に伴い、行政ニーズも多様化し、行政サービスの質の向

上が求められています。さまざまな行政サービスを提供するため、窓口で対応する業務内

容の見直しを進めており、今後も各課との連携を適切に図る必要があります。 

 

マイナンバーカードの活用促進 

マイナンバーカード55については、時間外交付窓口の開設を継続し、申請から交付までス

ムーズに行える体制を整えていますが、活用する機会は、コンビニエンスストアにて住民

票の写し、納税証明書の取得時等に限定されていることが課題です。 

 

行政課題の解決に向けた取組 

社会情勢の変化に対し限られた人員で対応するため、効率的な組織づくりや、住民や各

種団体等との役割分担を進めることが必要です。また、職員一人一人が、働く意欲と使命

をもって、住民とともに課題解決に取り組む姿勢が強く求められます。 

 

施策・事務事業に対する住民の評価について 

第２次南越前町総合計画に基づく施策・事務事業については、年１回進捗状況や達成度 

の調査を行っています。総合計画の着実な推進を図るため、調査結果の公表を行い、住民

意見を施策に反映することが課題です。 

 

 

 

  

 
55／マイナンバーカード：マイナンバーを証明するとともに顔写真と氏名、住所、生年月日、性別が記載されており、

本人確認のための身分証明書として利用できるカード 

第６章 

細施策 50 

 

充実したサービスを提供し住民から信頼されるまち 

行政サービスの充実 

目指すまちの姿 

基本目標６  効率的な行財政運営によるまちづくり 

基本施策 19 住民の視点に立った行政サービス 
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■目標実現のために取り組むこと 

①各課連携による多様化対策と職員研修による高度化対策 

・集約すべき窓口業務を見直し、各課との連携を図り、一人一人に合わせたきめ細やかなサ

ービスを目指します。 

・職員研修を実施し、業務の成果を高める改善と効率化を進めるとともに、法令順守の徹底

を図ります。 

 

②マイナンバーカード活用機会の充実 

・マイナンバーカード交付の手順を見直し、交付に要する時間を短縮します。 

・自治体ポイント56を含めたマイナンバーカードの独自利用事務を拡充します。 

 

③職員による事業提案の継続 

・行政課題の解決に向け、職員による事業提案を継続することにより、課題解決への取組を

継続します。 

 

④情報の公表 

・総合計画の進捗状況や達成度の調査結果をホームページ上で公表し、施策に反映させるた

めに住民からの意見を募ります。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

マイナンバーカードの申請延べ件数 件 1,449 3,000 

マイナンバーカード独自利用事業 事業 0 3 

総合計画の進捗状況調査の公表回数 回 0 １ 

 

 

 

  

 
56／自治体ポイント：クレジットカードのポイントや航空会社のマイレージ等を、「自治体ポイント」に交換・合算す

ることで、地域の商店やオンラインショップから全国の特産品を購入できるシステム 
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■現状と課題 

戸籍システムの維持 

戸籍システムを維持するためには、機器借上料、保守委託料、ソフトウェア使用料等を

支払うとともに、５年ごとの戸籍システムの機器更新（次回、令和４年度予定）や、新たな

サービスに対応するためのシステム構築も必要です。 

 

各種支払いのキャッシュレス化 

キャッシュレス決済を国が推進していますが、町内民間店舗における支払い方法は、現

金のみの場合があり、対応が遅れている状況です。 

また、町においては、町県民税・固定資産税・軽自動車税・国民健康保険税・介護保険

料・上下水道使用料はキャッシュレス決済が可能ですが、施設等使用料における支払い方

法は現金のみであり、町全体のキャッシュレス化に課題があります。 

 

事務のＩＣＴ化 

多様化し増大する行政ニーズに的確に対応するとともに、行政事務の効率化を図るため

には、事務のＩＣＴ化を推進する必要があります。 

 

個人情報の保護 

ＩＣＴ化を進めるためには、情報セキュリティ対策の徹底や個人情報の漏洩防止策の徹

底が重要です。 

 

 

 

  

第６章 

細施策 51 

 

ＩＣＴによる住民の利便性の向上と効率化を推進するまち 

ＩＣＴ化の推進と活用 

目指すまちの姿 

基本目標６  効率的な行財政運営によるまちづくり 

基本施策 19 住民の視点に立った行政サービス 
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■目標実現のために取り組むこと 

①安定した戸籍管理 

・戸籍法の一部改正により、マイナンバー制度を利用した新たなサービス等がはじまるにあ

たり、行政サービスの低下につながらないよう、今後も機器更新を行い、安定した戸籍シ

ステムの維持に努めます。 

 

②各種支払いのキャッシュレス化の促進 

・民間店舗においてクレジットカード、電子マネー、自治体ポイントでも支払いを可能とす

るための支援を行います。 

・キャッシュレス決済利用促進の意識啓発広報を進めます。 

・町の施設等使用料の支払いのキャッシュレス化に向けた検討を行います。 

 

③事務の ICT 化の推進 

・ふく e-ねっと57を活用し、行政手続きのオンライン化を推進します。 

 

④個人情報の保護の徹底 

・自治体クラウド58の更新事業を行い、引き続き住民情報の安全安心な管理を行います。 

・情報通信機器の更新を行い、安定した情報通信基盤を確保します。 

・情報セキュリティポリシー59の研修・監査を行うことにより、新たな問題への対応や職員の

意識啓発の促進に努めます。 
 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

キャッシュレス事業者率 

(町商工会加盟事業者) 
％ 10 70 

公共料金キャッシュレス化事業 事業 0  3 

ふく e-ねっと利用件数 件 26 50 

情報セキュリティインシデント60報告件数 件 0 0 

 
57／ふく e-ねっと：24 時間 365 日「いつでも」、「どこでも」、インターネットを利用して、県や市町への手続の申請・

届出や公共施設の予約を行うことができる行政サービス 

58／自治体クラウド：クラウドコンピューティング技術を電子自治体の基盤構築にも活用し、地方公共団体の情報システ

ムの集約と共同利用を進めることにより、情報システムに係る経費の削減や住民サービスの向上等を図るシステム 

59／情報セキュリティポリシー：企業や組織において実施する情報セキュリティ対策の方針や行動指針 

60／情報セキュリティインシデント：情報システムの運用において、コンピュータウイルス等の感染、不正アクセス、アカ

ウント乗っ取り、情報漏洩、情報機器や記憶媒体の紛失や盗難等の事件や事故 
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■現状と課題 

財政健全化 

少子高齢化、人口流出等により自主財源の確保や地域活性化への影響が懸念される中、

規律ある財政運営による財政健全化が重要です。 

 

公債費減少ピークの終了 

年間発行額に制限を設けることで、年間償還額が年間発行額を上回り地方債残高は減少

傾向ですが、そのピークが終了するため、今後は地方債残高が増加していくことが懸念さ

れます。 

  

第６章 

細施策 52 

 

規律ある財政運営による安定した行政サービスの提供 

効率的な財政運営の確立 

目指すまちの姿 

基本目標６  効率的な行財政運営によるまちづくり 

基本施策 20 効率的な財政運営の推進 
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■目標実現のために取り組むこと 

①安定した財政運営による財政指標の健全化 

・年度毎の予算方針や、財政計画を強く意識した予算配分と適切な執行管理により、安定し

た財政運営を行い、財政健全化指標の向上を図ります。 

 

②効果的な地方債の発行と抑制 

・地方債公債費の事業費の平準化とともに、世代間負担の公平化を図るため、地方債の発行

を計画的に実施するとともに、発行額に制限を設けることで公債費率の抑制に努めます。 

 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

財政力指数 ― 0.28 0.29 

普通会計地方債残高 億円 62.7 62.0 以下 

実質公債費比率 ％ 9.1 7.0 以下 

経常収支比率 ％ 90.7 88.0 以下 

住民１人当たり投資的経費 千円 155 145 
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■現状と課題 

税収の確保 

少子高齢化や若者流出による人口減少が続く中、定住や企業誘致、農林水産業振興、労

働政策等により、就業者数の増加や所得の向上等の取組が必要です。 

 

税収納率の向上 

税収納率の向上に努めていますが、財産のない滞納者の処分については頭打ちの状態です。 

 

債権管理の強化 

公債権を一元化し、債権回収に取り組んでいますが、介護保険料の滞納者については、

時効の問題があるため、取り組む期間が短い状況です。 

 

自主財源の確保 

地方交付税61の減少や厳しい納税環境の中、効果的な財政運営を図るためには、公正・適

正な受益者負担・料金徴収が必要です。また、ふるさと納税については、近年、大きな増加

はみられないため、魅力ある制度とし、寄附額の向上を図る必要があります。 

 

 

 

  

 
61／地方交付税：本来地方の税収入とすべきであるが、団体間の財源の不均衡を調整し、すべての地方団体が一定の水

準を維持しうるよう財源を保障する見地から、国税として国が代わって徴収し、一定の合理的な基準によって再配

分する地方税 

第６章 

細施策 53 

 

自主財源の安定的確保による魅力ある住民サービスを展開できるまち 

安定した税収と自主財源の確保 

目指すまちの姿 

基本目標６  効率的な行財政運営によるまちづくり 

基本施策 20 効率的な財政運営の推進 
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■目標実現のために取り組むこと 

①地域活性化施策の実施による課税客体の増加 

・子育て世帯を対象とした子育て支援策、住宅団地や公営住宅の整備等による定住対策、雇用

促進のための企業誘致施策の実施等により地域の活性化を促すことで、個人住民税、法人税、

固定資産税等の税収面へも高い波及効果をもたらすよう、各事業を積極的に展開します。 

・生きがいのある生活環境づくり、農林水産業振興、労働政策等による働きがいのあるまち

づくり等、魅力ある施策の展開により、まちの活性化を促進します。 

 

②システム構築による税収納率の向上 

・債権管理システムの導入による厳格な滞納整理を実施します。 

・口座振替を推進し、収納率の向上に努めます。 

・福井県地方税滞納整理機構との徴収体制の連携を一層強化し、財産調査や差押え等の滞納

処分の速やかな執行に努めます。 

 

③専門的部署の設置による債権管理の強化 

・介護保険料等を含む公債権の一元管理を行う専門的部署を設置し、迅速な滞納整理に努めます。 

・債権管理システムを導入し、滞納管理事務の機能強化を図ります。 

・専門的知識を習得した職員の育成を図り、税制度の啓発に努めます。 

 

④適正な受益者負担 

・事業実施による受益者負担や利用料については、住民の公平負担を原則としつつ、事業の

効果・成果を鑑みた上で公正・適正な価格を転嫁し徴収します。 

・ふるさと納税制度を実施施策と合わせ有効に活用することで、寄附額の向上に努めます。 
 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

一般会計歳入決算額における自主財源比率 ％ 26.8 27.5 

税収納率の向上 収納率（現年） ％ 99.4 99.5 

税収納率の向上 収納率（滞納） ％ 24.7 30.0 

口座振替割合 ％ 61.3 100.0 

介護保険料等を含む公債権（収納率） ％ 47.6 50.0 
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■現状と課題 

歳出の抑制と財源運用 

限られた財源の中で、普通建設事業費や維持補修費の増加が続き、将来的な財政運営が

厳しいものになることが予想されます。定住対策や子育て施策の展開により、税収確保や

自主財源確保に取り組むとともに、歳出予算を抑制・改革することで将来的に安定した財

政運営を行い、必要不可欠な住民サービスを確保することが必要です。 

 

補助金等の抑制 

限られた財源を効率的・効果的に住民サービスへ反映させる必要があります。補助金・

交付金については、団体や住民に対しての直接的な支援であることから、公益性・公平性・

効果性等を検証し実施することが必要です。 

 

公共施設の適正な運営管理と出資団体等の指導 

公共施設の効率的な運営かつ適正な管理を行うために、指定管理者制度による指定管理

者への委託を行っています。施設の老朽化や設備の更新等で維持管理経費が増加傾向であ

り、町の財政負担も大きいため、公共施設の統廃合や最適な指定管理者の選定、運営に関

する積極的な指導が必要です。 

また、出資団体に関しては、それぞれの事業目的・役割の達成支援等、健全運営のための

指導・監査を行っています。今後も適正な経費負担が求められます。 

 

行政サービスのための事業の財源確保 

安定した住民サービスの提供や地域活性化への波及効果をもたらす政策事業を積極的に

行うためには、財源の確保が必要です。歳出削減を通した財源確保は避けては通れません。 

 

 

  

第６章 

細施策 54 

 

積極的な歳出改革と効果的財源運用により安定した財政運営が行えるまち 

積極的な歳出改革と効果的財源運用 

目指すまちの姿 

基本目標６  効率的な行財政運営によるまちづくり 

基本施策 20 効率的な財政運営の推進 
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■目標実現のために取り組むこと 

①歳出の抑制と財源運用 

・補修・保全業務の計画的実施、委託業務等の直営実施、施設等の運営方法の見直し、公共施

設の統廃合、大型事業の抑制、財産購入の抑制、各種施策の適正規模での実施等、自主的な

歳出見直しを図り、限られた財源の効果的な使用に努めます。 

 

②補助金等の整理合理化の取組 

・補助交付金制度は、住民サービスの向上に資する重要な事業を進めますが、新設・拡充するもの

については、補助金整理合理化検討委員会において公益性・公平性・効果性・適正性・独創性を

検証した上で実施します。また、効果の低い事業については廃止・統合・見直し等を行います。 

・効果性の低い制度や目的を達成した制度については統廃合を行い、補助金・交付金にかか

る一般財源を増加させることなくサービスの向上につなげます。 

 

③指定管理者への経費負担や出資団体等への指導 

・公共施設のあり方の検討を行い、類似施設や老朽化施設、経営状況が悪化している施設に

ついては統廃合を進め、運営管理に関しては効率的かつ効果的な運営を行える指定管理者

を選定することで、施設の有効活用を行います。特に、公共施設管理公社の施設運営に関

しては、町が積極的に関与し指導を行い、指定管理委託料の抑制を図ります。 

・出資団体に関しては、過剰な余剰金の発生や留保資金の保有等が起きていないか、厳正に

確認するとともに効率的かつ円滑な事業遂行を行うよう指導します。 

 

④財政調整基金の活用 

・歳出の抑制による住民サービス低下を防ぐとともに、将来的に効果のある事業を適正時期に実施

するため、制限を設けた上で財政調整基金62を財源とし、必要な事業を実施します。 
 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

経常経費充当一般財源（普通会計） 億円   45.7 44.5 

普通建設事業費充当一般財源（普通会計） 億円 7.6 7.0 

補助交付金における一般財源 億円 3.9 3.8 

財政調整基金残高 億円 21.2 15.0 以上 

 
62／財政調整基金：自治体が財源に余裕がある年度に積み立てておき、災害等必要やむを得ない理由で財源不足が生じ

た年度に活用するための貯金 
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■現状と課題 

人事評価制度の精度向上 

平成 28 年度より本格運用している人事評価制度については、評価項目の見直しにより、

人事評価の精度を高めることが必要です。また、人事評価制度に対する信頼性を向上させ

るため、評価者・被評価者に対する研修の継続が必要です。 

 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①人事評価制度における評価項目等の見直し 

・人事評価制度の評価項目等については、必要に応じ見直しを行います。 

 

②評価者、被評価者に対する研修の継続 

・毎年、継続的に評価者と被評価者に対する研修を実施します。 

 

 

 

  

第６章 

細施策 55 

 

意欲ある職員があふれるまち 

職員の意識改革 

目指すまちの姿 

基本目標６  効率的な行財政運営によるまちづくり 

基本施策 21 チャレンジする組織改革 
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■現状と課題 

定員適正化計画と人材育成 

現行の定員適正化計画は令和元年度が終期であり、計画期間の５年間において定員管理

目標 13 人としましたが、１年前倒しで目標を達成しています。一方、大量退職により世代

間の職員数が不均衡であり、また、専門的スキルを持った職員が少ないことが課題です。 

 

労務管理 

途中退職者や心身の故障による休職者が、毎年発生している現状です。 

 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①定員適正化計画の策定 

・将来を見据えた新たな定員適正化計画を策定し、人材育成が可能な範囲で新規採用を実施

します。 

 

②メンタル面のフォロー体制の強化 

・安全衛生委員会の機能向上を図り、休職者の発生予防対策を検討するほか、メンタルヘル

スに関する研修を適宜実施します。 

 

 

 

  

第６章 

細施策 56 

 

活力ある組織づくりを推進するまち 

行政組織の見直し 

目指すまちの姿 

基本目標６  効率的な行財政運営によるまちづくり 

基本施策 21 チャレンジする組織改革 
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■現状と課題 

老朽化する公共施設と減少する人口 

公共施設の建築年数が経過するにつれ維持管理費用は増加しており、今後は、老朽化の

激しい公共施設の改修や建替えの必要性が高まることで、多額の更新費用が必要となる見

込みです。また、少子高齢化により義務的経費は増加し、地方交付税や税収は減少するな

ど、財政状況は厳しくなる状況の中、行政に対する住民ニーズも大きく変化しています。

将来にわたり必要とされる行政サービスを継続的に提供できるよう、住民ニーズの多様化

と厳しい財政状況に対応した、公共施設の最適な配置の検討が必要です。 

 

 

■目標実現のために取り組むこと 

①公共施設の最適配置と適正管理 

・必要とされる行政サービスの継続的な提供と財政負担の軽減のため、公共施設個別施設計

画を策定し、長期的な視点による公共施設の統廃合を進め、公共施設の最適な配置を実現

します。 

・更新費用の縮減と平準化のため、公共施設個別施設計画を策定し、計画的な予防保全によ

る施設の長寿命化を推進するとともに、耐震化や省エネ化、バリアフリー化を積極的に進

め、効率的で適正な公共施設の管理に努めます。 

・保有する未利用財産の売却を積極的に進め、利活用可能財産の有効活用を推進します。 
 

■成果指標 

指 標 単位 現状値（平成 30 年） 目標値（令和６年） 

公共施設個別施設計画に基づく 

施設統廃合の実施率 
％ 0 50 

 

第６章 

細施策 57 

 

必要とされる公共施設が適正に管理されているまち 

公共施設の最適配置と適正管理 

目指すまちの姿 

基本目標６  効率的な行財政運営によるまちづくり 

基本施策 21 チャレンジする組織改革 
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後期基本計画 

未来づくりプログラム 

（戦略的取組のまとめ） 
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■ 未来づくりプログラムの考え方 

本町では、町の将来像「海と緑と歴史の恵みに抱かれ

て、出会いから活力の花ひらく町」の実現に向けて、６

つの基本目標を定めています。町の将来像と基本目標に

沿い、計画を体系化し、21 の基本施策を掲げています。

後期基本計画の施策・事業の中で、特に戦略的に取り組

むものついては、特定分野のみでの対応が難しいため、

施策・事業の垣根を越えた分野横断的連携として「未来

づくりプログラム」と位置づけ、計画全体の実施をリー

ドするとともに、将来像と基本目標の達成を目指します。 

 

■ 未来づくりプログラムと基本構想（将来像・基本目標）との関係 
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未来づくり 

プログラム 

 
町の将来像 

海と緑と歴史の恵みに抱かれて、出会いから活力の花ひらく町 

地域をささえる、地域のつながり、地域のにぎわい 

(例) 連携強固(横断的)な体制づくり など 

未来づくりプログラム 

 
基本目標 
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■ SDGs（持続可能な開発目標）の導入による「未来づくりプログラム」の最大化 

高齢化や人口減少等、後期基本計画の中で、特に戦略的に取り組むものについては、分野横

断的な連携に加え、課題解決の新たな切り口として SDGs（持続可能な開発目標）を活用するこ

とで、「未来づくりプログラム」の最大化を図ります。 
 

■ SDGs（持続可能な開発目標）とは 

SDGs（持続可能な開発目標）とは，2001 年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の

後継として，2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」にて記載された 2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。 

17 のゴール・169 のターゲットから構成され，地球上の「誰一人取り残さない」社会の実現

を目指し、社会・経済・環境をめぐる広範囲な課題に対する総合的な取組が示されています。 

日本としても積極的に取り組んでおり、国・地方自治体の取組が推進されているほか、企業の

取組も活性化しています。 
 

◆持続可能な開発目標の詳細 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標１【貧困】 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困

を終わらせる。 

 

目標３【保健】 

あらゆる年齢のすべての人々の健康

的な生活を確保し、福祉を促進す

る。 

 

目標６【水・衛生】 

すべての人々の水と衛生の利用可能

性と持続可能な管理を確保する。 

目標９【イノベーション】 

強靱（レジリエント）なインフラ構

築、包摂的かつ持続可能な産業化の

促進及びイノベーションの推進を図

る。 

目標 12【生産・消費】 

持続可能な生産消費形態を確保す

る。 

目標 15【陸上資源】 

陸域生態系の保護、回復、持続可能

な利用の推進、持続可能な森林の経

営、砂漠化への対処、ならびに土地

の劣化の阻止・回復及び生物多様性

の損失を阻止する。 

目標２【飢餓】 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び

栄養改善を実現し、持続可能な農業

を促進する。 

目標４【教育】 

すべての人々への包摂的かつ公正な

質の高い教育を提供し、生涯学習の

機会を促進する。 

 

目標７【エネルギー】 

すべての人々の、安価かつ信頼でき

る持続可能な近代的エネルギーへの

アクセスを確保する。 

目標 10【不平等】 

各国内及び各国間の不平等を是正す

る。 

目標 13【気候変動】 

気候変動及びその影響を軽減するた

めの緊急対策を講じる。 

目標 16【平和】 

持続可能な開発のための平和で包摂

的な社会を促進し、すべての人々に 

司法へのアクセスを提供し、あらゆ

るレベルにおいて効果的で説明責任 

のある包摂的な制度を構築する。 

目標５【ジェンダー】 

ジェンダー平等を達成し、すべての

女性及び女児の能力強化を行う。 

目標８【成長・雇用】 

包摂的かつ持続可能な経済成長及び

すべての人々の完全かつ生産的な雇

用と働きがいのある人間らしい雇用

（ディーセント・ワーク）を促進す

る。 

目標 11【都市】 

包摂的で安全かつ強靱（レジリエン

ト）で持続可能な都市及び人間居住

を実現する。 

目標 14【海洋資源】 

持続可能な開発のために海洋・海洋

資源を保全し、持続可能な形で利用

する。 

目標 17【実施手段】 

持続可能な開発のための実施手段を

強化し、グローバル・パートナーシ

ップを活性化する。 

未
来
づ
く
り
プ
ロ
グ
ラ
ム 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html
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交通、自然、住宅、教育環境を支える取組により、住み続けられる豊かな地域を維持します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域をささえる 
暮らしを支える基盤が維持され、安定した暮らしを実感できる地域に 

 

未来づくりプログラム（１） ささえる 

細施策 27 

 

●住民利用バスのニーズを踏まえた

運行などにより利便性を確保する

ほか、王子保河野海岸線の路線継続

を支援します。 

●並行在来線の利用促進を図るとと

もに、並行在来線の経営安定化を

支援し、運行の維持を図ります。 

 

●防災関係施設の整備・充実、防災組

織などの結成促進により、防災体制

の強化を図ります。 

●原子力防災訓練の実施や原子力防

災の普及・啓発に取り組みます。 

●安全で快適な道路交通を確保する

ための対策を講じます。 

●計画的な消雪施設整備、適切な除

雪体制の維持などにより、冬期間

の道路交通の確保を図ります。 

 細施策 14、15、19 

20、26 

 
●地域や担い手が実施する農地などの

保全活動などに対して支援します。 

●間伐、路網整備、森林境界の明確化

の促進による森林整備を進めます。 

 細施策 28、29 

●小中学校再編の方針に基づき事業

を推進します。 

 
細施策 36 

 

●地域性に応じた町営住宅の整備やニ

ーズに沿った宅地造成を実施します。 

●通勤に対する補助を行うことで、

遠方勤務地へ通勤に伴う負担の軽

減を促進します。 

細施策 25 

 

防災減災の強化 

住環境の整備 

学校の適正な管理・運営 

自然・環境との共生促進 

公共交通の確保 



 

153 

 

 

 

多様な世代や立場の方の交流促進により、人が主役の住み続けたい環境を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のつながり 
多様な人と人とのつながりがあり、住み続けたい地域に 

 

 

未来づくりプログラム（２） 

 

つながり 

細施策 2、9、10 

●妊娠から子育て期まで、切れ目のない

相談・支援体制の充実を図ります。 

●出生から 18 歳年度末までの子ども医

療費の無料化を継続して実施します。 

●保育士等の働きやすい職場環境を

整備し、保育士の確保を図ります。 

●高齢者が身近に集える場所の充実

と、はつらつと活動できる機会を増

やすことにより、継続的な介護予防

活動を支援します。 

●住み慣れた地域で安心して生活を

継続できるよう見守り・支え合いの

体制づくりを推進します。 

●高齢者向けの交通安全教室の実施

やドライブレコーダー取付への補

助により、事故防止に努めます。 

細施策 3、5、6、17 

 

●ふるさと教育について、伝統文化に関

する体験学習の充実、子どもの交流の

場の提供、異年齢・世代間交流の支援

の推進を図ります。 

●友好交流協定を締結している台湾・台

南市白河区との交流を実施します。 

●多彩な人が活躍できる場の形成支援

等を検討します 

●地域内外の方のニーズを踏まえ、地域内

交流や都市・地域間交流を促進します。 

細施策 39、49 

 

●青年が交流できる場の提供を行い、

組織化のための支援を行います。 

●まちづくりに関わる人材の育成を

推進するとともに、自分ごととして

まちづくりに参加できる仕組み等

を検討します 

●自治会機能の維持・存続を図ります。 

細施策 44、48 

 

高齢者の活躍 

集落機能の維持・担い手の育成 

多彩な交流の推進 

子育て環境の充実 

未
来
づ
く
り
プ
ロ
グ
ラ
ム 
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地域固有の豊かな歴史・文化資源の価値を最大化し、受入態勢の整備や情報発信により、観光交流

を促進します。魅力ある情報発信により、農林水産業や商業の担い手確保を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域のにぎわい 
地域の多彩な資源が活かされ、魅力あふれる地域に 

 

未来づくりプログラム（３） 

 

にぎわい 

細施策 28、31 

 

●本町の玄関口・観光拠点とし、南条

ＳＡ周辺地域振興施設（道の駅）の

整備を行います。 

●当施設において、町の農林水産物・

特産品の販売、食の提供に関する支

援を行うとともに、地域情報の発信

を行います。 

●農林水産業において不足する担い

手の確保に取り組みます。 

●商工業における事業承継や創業の

支援に取り組みます。 

●企業動向の把握を行うとともに、充実

した優遇措置や立地環境の良さ等、地

域の強みを積極的に発信します。 

●杣山城跡、今庄宿、中村家住宅をはじ

めとする地域固有の歴史・文化・景観

について、保存・活用を図ります。 

●これらを活かし、滞在型観光を促進す

る取組を強化します。 

●また、外国人観光客を含めた観光客の

受入体制の充実を図ります。 

細施策 32、42 

 

職業の多様化と雇用の創出 

歴史・文化・景観の保存活用 

南条ＳＡ周辺地域の振興 

細施策 28、29、30、31 
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参考資料 

■ 総合計画策定にかかる諮問・答申の写し 

■ 南越前町総合計画策定条例 

■ 南越前町総合計画審議会条例 

■ 第２次南越前町総合計画 後期基本計画審議会委員名簿 

■ 第２次南越前町総合計画 後期基本計画策定の経過 
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■ 総合計画策定にかかる諮問・答申の写し 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南観発第  ３３４号 

令和元年 ８月２１日 

 

 

南越前町総合計画審議会 会長 様 

 

 

                         南越前町長  岩 倉  光 弘 

 

 

「第２次南越前町総合計画（後期基本計画）」の策定について（諮問） 

 

 

 南越前町総合計画策定条例第４条の規定に基づき、南越前町の長期展望に立った町政運

営の総合的な指針となる「第２次南越前町総合計画（後期基本計画）」の策定にあたり、貴

審議会の意見を求めたく、南越前町総合計画審議会条例第２条の規定により諮問します。 

 

 

１ 諮問の趣旨 

 本町は平成２７年度から１０年間を計画期間とする第２次南越前町総合計画の基本構想

に掲げた町の将来像である「海と緑と歴史の恵みに抱かれて、出会いから活力の花ひらく

町」の実現に向けて、平成２７年度からの５年間を計画期間とする前期基本計画に基づき、

様々な施策に計画的、重点的に取り組んできました。 

この前期計画が令和元年度に終了することから、これまでの成果や課題を検証し、住民

ニーズや社会経済情勢の変化を踏まえながら、引き続き将来像の実現に向けたまちづくり

を進めて行く必要が有ります。 

 このことから令和２年度からの５年間に取り組むべき方向性を示す後期基本計画策定に

関して諮問し、審議いただくものです。 

  

 

２ 答申の希望時期 

 「第２次南越前町総合計画（後期基本計画）」の審議にあたりましては、それぞれの項目

について審議いただけるよう適時、提案いたしますので、令和２年３月上旬を目途に答申

いただきますようお願い申し上げます。 
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令和２年３月２５日 

 

 

 

南越前町長 岩 倉  光 弘 様 

 

 

南越前町総合計画審議会 

会 長  中 山 義 壽 

 

 

 

「第２次南越前町総合計画（後期基本計画）」について（答申） 

 

 令和元年８月２１日付け南観発第３３４号で当審議会に諮問されました第２次南越前

町総合計画（後期基本計画）の策定について、別添のとおり答申します。 

 

 南越前町においては、平成２７年度以降、第２次南越前町総合計画に基づき、住民の誰

もが豊かに暮らすことができる環境づくりに向け、総合的に施策を進めてこられました。 

当審議会では、十分な社会潮流の検証と本町の現状や課題の洗い出しのもと、人口減少や

少子高齢化社会に対応した、第２次南越前町総合計画（後期基本計画）について、慎重に

審議を重ねてまいりました。 

計画の推進にあたっては、下記の事項及び審議の過程で提起された各委員の意見につい

ても十分に配慮されるよう要望するとともに、町の将来像である「海と緑と歴史の恵みに

抱かれて、出会いから活力の花ひらく町」の実現に取り組んでいただくよう要請いたします。 
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記 

 

 

１ 計画の推進にあたっては、広く住民の理解や協力が得られるよう、様々な機会を通し

て説明に努めるとともに、住民参加を促すほか、住民が主体性を持って活躍できる仕組

みづくりに留意して取り組まれたい。 

 

２ すべての住民が健康で元気に暮らすことができるよう、医療・介護・福祉の連携の強

化を推進するとともに、子どもたちが健やかに成長することができるよう、子ども・子

育て支援の充実を図られたい。  

 

３ 防災減災の強化や公共交通の確保など、安定した暮らしに繋がる環境整備を推進され

たい。  

 

４ 地域の多彩な資源を活用し、農林水産業や商業の振興を進めるとともに、地域固有の

豊かな歴史・文化資源の価値を最大化し、観光交流を促すことで、地域の活性化を進め

られたい。 

 

５ 豊かな人間性を育む教育のさらなる充実に取り組むとともに、住民一人一人がこれか

らも住み続けたいと実感できるようなまちづくりを促進されたい。 

 

６ 当審議会において総合計画と併せて審議した、人口減少対策に特化した計画である

「第２期南越前町まち・ひと・しごと創生総合戦略」の取組に注力し、各施策を有機的

に連携させ、見直しを行いながら具体的な取組を実行されたい。 

 

７ 現在、喫緊の課題である新型コロナウイルス感染症対策に万全を期すとともに、これ

までに経験のない事態に直面した際も、安心して暮らすことができるよう、社会情勢の

変化に的確に対応しながら取組を展開されたい。 
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■ 南越前町総合計画策定条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成25年３月25日 

南越前町条例第２号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、総合的かつ計画的な町政の運営を図るため、本町の総合計画を策定する

ことについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 総合計画 将来における本町のあるべき姿及び進むべき方向に関する基本的な指針で

あり、基本構想、基本計画及び実施計画からなるものをいう。 

(2) 基本構想 町が目指すべき将来像及びこれを実現するための基本目標を示すものをい

う。 

(3) 基本計画 基本構想に基づく具体的な施策を体系的に定め、各施策の方向を示すもの

をいう。 

(4) 実施計画 基本計画に基づく施策を実現するための事務事業の実施について示すもの

をいう。 

（基本計画及び実施計画の策定） 

第３条 町長は、基本構想に基づき、基本計画及び実施計画を策定するものとする。 

（総合計画審議会への諮問） 

第４条 町長は、基本構想を策定するに当たっては、あらかじめ、南越前町総合計画審議会条

例（平成17年南越前町条例第196号）第１条に規定する南越前町総合計画審議会に諮問する

ものとする。 

（議会の議決） 

第５条 町長は、前条に規定する手続を経て、基本構想を策定しようとするときは、議会の議

決を経るものとする。 

２ 前条及び前項の規定は、基本構想の変更について準用する。 

（総合計画の公表） 

第６条 町長は、総合計画の策定後、速やかにこれを公表するものとする。 

２ 前項の規定は、総合計画の変更について準用する。 

（総合計画との整合） 

第７条 個別行政分野における施策の基本的な事項を定める計画を策定し、又は変更するに当

たっては、総合計画との整合を図るものとする。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成25年４月１日から施行する。 
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■ 南越前町総合計画審議会条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成17年９月16日 南越前町条例第196号 

改正 平成25年12月24日条例第26号 

平成28年３月25日条例第１号 

（設置） 

第１条 南越前町の長期的展望に立った総合計画を策定するため、地方自治法（昭和22年法律

第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、町長の附属機関として、南越前町総合計画審

議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 審議会は、町長の諮問に応じ、次に掲げる事項について、調査及び審議をし、答申を

行う。 

(1) 南越前町が定める総合計画に関すること。 

(2) その他町長が総合計画策定上必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第３条 審議会は、審議会委員（以下「委員」という。）15人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。 

(1) 公共的団体代表者 ５人以内 

(2) 住民 ５人以内 

(3) 学識経験者 ５人以内 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は１年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任

は妨げない。 

２ 前条第２項第１号の規定により委嘱された者がその職を失ったときは、同時に委員の職も

失うものとする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の総計の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長が決する。 

４ 会長は、会議における審議の参考に供する必要があると認めた場合には、委員でない者を

会議に出席させ、意見を述べさせることができる。 

（事務局） 

第７条 審議会の事務局は、観光まちづくり課に置き、事務局長は、観光まちづくり課長の職

にある者をもって充てる。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、町長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年条例第26号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年条例第１号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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■ 第２次南越前町総合計画 後期基本計画審議会委員名簿 

 

南越前町総合計画 

審議会条例第３条 

第２項による区分 

氏名 所属役職 

（１）公共的団体代表者 

中 野 光 雄 南越前町区長会連合会会長 

四ツ木 善 一 南越前町男女ネットワーク会長 

今 村 ゆみ子 南越前町民生委員児童委員協議会会長 

上 島 信 敬 南越前町社会福祉協議会会長 

谷 﨑 信 雄 南越前町商工会会長 

（２）住民 

小 林 朝 子 小中学校保護者代表 

丸 岡 里 美 保育所等保護者代表 

井 上 英 之 南条地区代表 

嶋 田 宣 行 今庄地区代表 

二之宮 和 晴 河野地区代表 

（３）学識経験者 
中 山 義 壽 福井県立大学名誉教授 

京 藤 壽 雄 南越前町教育長職務代理者 
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■ 第２次南越前町総合計画 後期基本計画策定の経過 

総合計画審議会 開催経過 
 

回数 開催日 区 分 内 容 

１ 令和元年８月 21 日 審議会（第１回） 
委嘱状交付、会長の選任、諮問、 

総合計画の策定方針等の説明 

２ 令和元年 10 月 30 日 審議会（第２回） 

前期基本計画検証結果について 

まちみらいトーク実施結果について 

後期基本計画骨子案について 

総合計画と総合戦略の関係について   

人口ビジョン素案について        

アンケート調査結果（速報版）について  

３ 令和元年 12 月 23 日 審議会（第３回） 

後期基本計画策定のポイントについて 

後期基本計画素案について 

連携プログラム素案について 

アンケート調査結果について 

第２期総合戦略骨子案について 

４ 令和２年１月 31 日 審議会（第４回） 
実施計画素案について 

第２期総合戦略素案について 

５ 令和２年３月 24 日 審議会（第５回） 

後期基本計画素案について 

後期実施計画素案について 

人口ビジョン（改訂版）・第２期総合戦

略素案について 

答申案について 

 

総合計画策定委員会 開催経過 
 

回数 開催日 区 分 内 容 

１ 令和元年７月 19 日 策定委員会（第１回） 
策定方針、策定体制、 

分科会の開催計画について 

２ 令和元年 10 月１日 策定委員会（第２回） 

前期基本計画検証結果について 

まちみらいトーク実施結果について 

後期基本計画細施策新旧一覧表について

重点取組について 

３ 令和元年 10 月 18 日 策定委員会（第３回） 

前期基本計画検証結果について 

後期基本計画細施策新旧一覧表について

連携プログラムの設定について 

総合計画と総合戦略の関係について 

第２期総合戦略骨子案について 

人口ビジョン素案について 

４ 令和元年 12 月５日 策定委員会（第４回） 

後期基本計画策定のポイントについて 

後期基本計画・実施計画案について 

連携プログラム案について 

まちみらいアンケート調査結果について

第２期総合戦略骨子案について 

５ 令和２年１月 22 日 策定委員会（第５回） 
実施計画素案について 

第２期総合戦略素案について 

６ 令和２年２月 28 日 策定委員会（第６回） 

後期基本計画素案について 

後期実施計画素案について 

人口ビジョン（改訂版）・第２期総合戦略

素案について 
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総合計画策定分科会 開催経過 
 

回数 開催日 区 分 内 容 

１ 令和元年８月２日 策定分科会（第１回） 
後期基本計画の策定方針について 

総合戦略策定について 

２ 令和元年９月 19 日 厚生教育分科会（第２回） 
前期基本計画検証方法について 

後期基本計画細施策新旧一覧表について 

３ 令和元年９月 19 日 産業建設分科会（第２回） 
前期基本計画検証方法について 

後期基本計画細施策新旧一覧表について 

４ 令和元年９月 20 日 総務企画分科会（第２回） 
前期基本計画検証方法について 

後期基本計画細施策新旧一覧表について 

５ 令和元年 10 月９日 産業建設分科会（第３回） 

前期基本計画検証結果について 

後期基本計画細施策新旧一覧表について 

後期基本計画細骨子案について 

６ 令和元年 10 月 15 日 総務企画分科会（第３回） 

前期基本計画検証結果について 

後期基本計画細施策新旧一覧表について 

後期基本計画細骨子案について 

７ 令和元年 10 月 15 日 厚生教育分科会（第３回） 

前期基本計画検証結果について 

後期基本計画細施策新旧一覧表について 

後期基本計画細骨子案について 

８ 令和元年 11 月 13 日 総務企画分科会（第４回） 

アンケート結果等について 

後期基本計画について 

連携プログラムについて 

９ 令和元年 11 月 15 日 厚生教育分科会（第４回） 

アンケート結果等について 

後期基本計画について 

連携プログラムについて 

10 令和元年 11 月 18 日 産業建設分科会（第４回） 

アンケート結果等について 

後期基本計画について 

連携プログラムについて 

11 令和元年 11 月 28 日 厚生教育分科会（第５回） 
後期基本計画策定のポイントについて 

後期基本計画・実施計画について 

12 令和元年 11 月 28 日 産業建設分科会（第５回） 
後期基本計画策定のポイントについて 

後期基本計画・実施計画について 

13 令和元年 11 月 29 日 総務企画分科会（第５回） 
後期基本計画策定のポイントについて 

後期基本計画・実施計画について 

 

意見交換会 意見募集 
 

回数 開催日 区 分 内 容 

１ 令和元年９月８日 まちみらいトーク 

南条地区公民館において、公募による 24

人が参加し、まちづくりに関するワーク

ショップを実施 

２ 
令和２年 

２月３日～２月 18 日 
町民意見募集 

南越前町ホームページ及び本庁・今庄事

務所・河野事務所において、後期基本計画

素案を公表し、意見を募集 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 


